
 

 

 別 紙 

新 旧 対 照 表 

第１ 「租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて」（法令解釈通達） （注）アンダーラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

 

省 略 用 語 例 

 

・・・・・ 

居住者等・・・・・措置法第２条第１項第１号の２に規定する居住者及び同項第３号に規

定する国内に恒久的施設を有する非居住者をいう。 

株式等・・・・・措置法第37条の10第２項に規定する株式等をいう。 

 

公社債・・・・・措置法第37条の10第２項第７号に規定する公社債をいう。 

一般株式等・・・・・措置法第37条の10第１項に規定する一般株式等をいう。 

上場株式等・・・・・措置法第37条の11第２項に規定する上場株式等をいう。 

一般株式等に係る譲渡所得等・・・・・措置法第37条の10第１項に規定する一般株式等に

係る譲渡所得等をいう。 

上場株式等に係る譲渡所得等・・・・・措置法第37条の11第１項に規定する上場株式等に

係る譲渡所得等をいう。 

株式等に係る譲渡所得等・・・・・一般株式等に係る譲渡所得等及び上場株式等に係る譲

渡所得等をいう。 

一般株式等に係る譲渡所得等の金額・・・・・措置法第37条の10第１項に規定する一般株

式等に係る譲渡所得等の金額をいう。 

上場株式等に係る譲渡所得等の金額・・・・・措置法第37条の11第１項に規定する上場株

式等に係る譲渡所得等の金額をいう。 

株式等に係る譲渡所得等の課税の特例・・・・・措置法第37条の10第１項及び措置法第37条の

11第１項に規定する特例をいう。 

特定口座内保管上場株式等の譲渡等に係る所得計算等の特例・・・・・措置法第37条の11

の３第１項に規定する特例をいう。 

特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等に対する源泉徴収等の特例・・・・・措置

法第37条の11の４第１項に規定する特例をいう。 

 

省 略 用 語 例 

 

・・・・・ 

居住者等・・・・・租税特別措置法第２条第１項第１号の２に規定する居住者及び同項第

３号に規定する国内に恒久的施設を有する非居住者をいう。 

株式等・・・・・租税特別措置法（以下「措法」という。）第37条の10第２項に規定する

株式等をいう。 

（新 設） 

（新 設） 

（新 設） 

（新 設） 

 

（新 設） 

 

（新 設） 

 

株式等に係る譲渡所得等の金額・・・・・措法第37条の10第１項に規定する株式等に係る

譲渡所得等の金額をいう。 

（新 設） 

 

（新 設） 

 

特定口座内保管上場株式等の譲渡等に係る所得計算等の特例・・・・・措法第37条の11

の３第１項に規定する特例をいう。 

特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等に対する源泉徴収等の特例・・・・・措法

第37条の11の４第１項に規定する特例をいう。 
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改     正     後 改     正     前 

確定申告を要しない上場株式等の譲渡による所得・・・・・措置法第37条の11の５第１項

に規定する特例をいう。 

上場株式等に係る譲渡損失の損益通算・・・・・措置法第37条の12の２第１項に規定する

特例をいう。 

上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除・・・・・措置法第37条の12の２第５項に規定する

特例をいう。 

特定投資株式の取得に要した金額の控除等・・・・・措置法第37条の13第１項に規定する

特例をいう。 

特定投資株式が株式としての価値を失った場合の特例・・・・・措置法第37条の13の２第

１項に規定する特例をいう。 

特定投資株式に係る譲渡損失の損益の計算・・・・・措置法第37条の13の２第４項に規定

する特例をいう。 

特定投資株式に係る譲渡損失の繰越控除・・・・・措置法第37条の13の２第７項に規定す

る特例をいう。 

特定投資株式に係る譲渡所得等の課税の特例（旧措法37の13の３）・・・・・平成20年改

正法附則第48条の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第

８条の規定による改正前の措置法第37条の13の３第１項に規定する特例

をいう。 

非課税口座内上場株式等に係る譲渡所得等の非課税・・・・・措置法第37条の14第１項又

は第２項に規定する特例をいう。 

（廃 止） 

 

上場株式等に係る配当所得等の申告分離課税の特例・・・・・措置法第８条の４第１項に

規定する特例をいう。 

 

確定申告を要しない上場株式等の譲渡による所得・・・・・措法第37条の11の５第１項に

規定する特例をいう。 

上場株式等に係る譲渡損失の損益通算・・・・・措法第37条の12の２第１項に規定する特

例をいう。 

上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除・・・・・措法第37条の12の２第６項に規定する特

例をいう。 

特定投資株式の取得に要した金額の控除等の特例・・・・・措法第37条の13第１項に規定

する特例をいう。 

特定投資株式が株式としての価値を失った場合の特例・・・・・措法第37条の13の２第１

項に規定する特例をいう。 

（新 設） 

 

特定投資株式に係る譲渡損失の繰越控除・・・・・措法第37条の13の２第４項に規定する

特例をいう。 

（新 設） 

 

 

 

非課税口座内上場株式等に係る譲渡所得等の非課税・・・・・措法第37条の14第１項又は

第２項に規定する特例をいう。 

株式交換又は株式移転に係る課税の特例・・・・・所法第57条の４第１項又は第２項に規

定する特例をいう。 

上場株式等に係る配当所得の申告分離課税の特例・・・・・措法第８条の４第１項に規定

する特例をいう。 

 

 

措置法第３７条の１０《一般株式等に係る譲渡所得等の

課税の特例》・第３７条の１１《上場株式等に係る譲渡所

得等の課税の特例》共通関係 
 

 

 

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

（株式等に係る譲渡所得等の総収入金額の収入すべき時期） 

37の10・37の11共－１ 株式等に係る譲渡所得等の総収入金額の収入すべき時期は、次

の区分ごとにそれぞれに掲げるところによる。 

⑴ 次の⑵から⑽まで以外の場合 

株式等の引渡しがあった日による。ただし、納税者の選択により、当該株式等の譲

渡に関する契約の効力発生の日により総収入金額に算入して申告があったときは、こ

れを認める。 

⑵ 金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第156条の24第１項《免許及び免許の申請》

の規定による信用取引又は発行日取引（以下37の11－８までにおいて「信用取引等」

という。）の方法による場合 

当該信用取引等の決済の日による。 

⑶ その有する株式（以下この項において「旧株」という。）につき、その旧株を発行

した法人の行った株式交換により所得税法第57条の４第１項《株式交換等に係る譲渡

所得等の特例》に規定する株式交換完全親法人（以下「株式交換完全親法人」という。）

に対して当該旧株を譲渡した場合（同項の規定により当該旧株の譲渡がなかったもの

とみなされる場合を除く。） 

その契約において定めたその効力を生ずる日による。 

⑷ 旧株につき、その旧株を発行した法人の行った株式移転により所得税法第57条の４

第２項に規定する株式移転完全親法人（以下「株式移転完全親法人」という。）に対

して当該旧株を譲渡した場合（同項の規定により当該旧株の譲渡がなかったものとみ

なされる場合を除く。） 

当該株式移転完全親法人の設立登記の日による。 

⑸ 所得税法第57条の４第３項各号に掲げる有価証券を当該各号に定める事由により

譲渡した場合（同項の規定により当該有価証券の譲渡がなかったものとみなされる場

合を除く。） 

イ 取得請求権付株式に係る請求権の行使による当該取得請求権付株式の譲渡につ

いては、当該請求権の行使をした日による。 

ロ 取得条項付株式（取得条項付新株予約権及び取得条項付新株予約権が付された新

株予約権付社債を含む。以下この項において同じ。）に係る取得事由の発生による

当該取得条項付株式の譲渡については、当該取得事由が生じた日（当該取得条項付

株式を発行する法人が当該取得事由の発生により当該取得条項付株式の一部を取

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

得することとするときは、当該取得事由が生じた日と取得の対象となった株主等へ

の当該株式を取得する旨の通知又は公告の日から２週間を経過した日のいずれか

遅い日）による。 

ハ 全部取得条項付種類株式に係る取得決議による当該全部取得条項付種類株式の

譲渡については、当該取得決議において定めた会社が全部取得条項付種類株式を取

得する日による。 

  ニ 新株予約権付社債に付された新株予約権の行使による当該新株予約権付社債につい

ての社債の譲渡については、当該新株予約権を行使した日による。 

⑹ 措置法第37条の10第３項に規定する事由に基づき交付を受ける金銭等の額が一般

株式等に係る譲渡所得等又は上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなさ

れる場合 

イ 同項第１号及び措置法令第25条の８第４項第１号に掲げる合併によるものにつ

いては、その契約において定めたその効力を生ずる日（新設合併の場合は、新設合

併設立会社の設立登記の日）による。ただし、これらの日前に金銭等が交付される

場合には、その交付の日による。 

ロ 措置法第37条の10第３項第２号に規定する分割によるものについては、その契約

において定めたその効力を生ずる日（新設分割の場合は、新設分割設立会社の設立

登記の日）による。ただし、これらの日前に金銭等が交付される場合には、その交

付の日による。 

ハ 同項第３号に規定する資本の払戻しによるものについては、その払戻しに係る剰

余金の配当又は同号に規定する出資等減少分配がその効力を生ずる日による。 

ニ 同号に規定する解散による残余財産の分配によるものについては、その分配開始

の日による。ただし、その分配が数回に分割して行われる場合には、それぞれの分

配開始の日による。 

ホ 同項第４号に規定する自己の株式又は出資の取得によるものについては、その法

人の取得の日による。 

ヘ 同項第５号に規定する出資の消却、出資の払戻し、社員その他の出資者の退社若

しくは脱退による持分の払戻し又は株式若しくは出資を法人が取得することなく

消滅させるものについては、これらの事実があった日による。 

ト 同項第６号及び措置法令第25条の８第４項第２号に掲げる組織変更によるもの

については、組織変更計画において定めたその効力を生ずる日による。ただし、そ
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改     正     後 改     正     前 

の効力を生ずる日前に金銭等が交付される場合には、その交付の日による。 

チ 措置法第37条の10第３項第７号に規定する公社債の元本の償還によるものにつ

いては、その償還の日による。この場合において、償還の日とは次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に掲げる日（ただし、買入れの方法による償還の場合は⑴

の日）による。 

 (イ) 記名の公社債（無記名の公社債のうち、所基通36－３《振替記載等を受けた公

社債》の定めによるものを含む。）の場合 償還期日 

 (ロ)  無記名の公社債（ (イ)の公社債を除く。）の場合 公社債の元本の償還により交

付を受ける金銭等の交付の日 

リ 同項第８号に規定する分離利子公社債に係る利子の交付によるものについては、

所基通36－２《利子所得の収入金額の収入すべき時期》の取扱いに準ずる。 

⑺ 措置法第37条の10第４項各号に規定する事由に基づき交付を受ける金銭等の額が

一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる場合 

イ 同項第１号に規定する上場廃止特定受益証券発行信託の終了（当該上場廃止特定

受益証券発行信託の信託の併合に係るものを除く。）若しくは一部の解約又は同項

第２号に規定する投資信託等の終了（当該投資信託等の信託の併合に係るものを除

く。）若しくは一部の解約によるものについては、その終了又は一部の解約の日に

よる。 

ロ 同項第１号に規定する上場廃止特定受益証券発行信託の信託の併合又は同項第

２号に規定する投資信託等の信託の併合に係るものについては、当該信託の併合が

その効力を生ずる日による。ただし、当該効力を生ずる日前に金銭等が交付される

場合には、その交付の日による。 

ハ 同項第３号に規定する特定受益証券発行信託に係る信託の分割によるものにつ

いては、当該信託の分割がその効力を生ずる日による。ただし、当該効力を生ずる

日前に金銭等が交付される場合には、その交付の日による。 

ニ 同項第４号に規定する社債的受益権の元本の償還によるものについては、その償

還の日による。 

⑻ 措置法第37条の11第４項各号に規定する事由に基づき交付を受ける金銭等の額が

上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる場合 

イ 同項第１号に規定する投資信託等の終了（当該投資信託等の信託の併合に係るも

のを除く。）若しくは一部の解約によるものについては、その終了又は一部の解約
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改     正     後 改     正     前 

の日による。 

ロ 同号に規定する投資信託等の信託の併合に係るものについては、当該信託の併合

がその効力を生ずる日による。ただし、当該効力を生ずる日前に金銭等が交付され

る場合には、その交付の日による。 

ハ 同項第２号に規定する特定受益証券発行信託に係る信託の分割によるものにつ

いては、当該信託の分割がその効力を生ずる日による。ただし、当該効力を生ずる

日前に金銭等が交付される場合には、その交付の日による。 

ニ 同項第３号に規定する社債的受益権の元本の償還によるものについては、その償

還の日による。 

⑼ 取得条項付新投資口予約権に係る取得事由の発生による当該取得条項付新投資口

予約権を譲渡した場合 

当該取得事由が生じた日（当該取得条項付新投資口予約権を発行する投資法人が当

該取得事由の発生により当該取得条項付新投資口予約権の一部を取得することとす

るときは、当該取得事由が生じた日と取得の対象となった新投資口予約権者への当該

取得条項付新投資口予約権を取得する旨の通知又は公告の日から２週間を経過した

日のいずれか遅い日）による。 

⑽ 措置法第37条の14の３第１項又は第２項に規定する事由に基づき一般株式等に係

る譲渡所得等又は上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる場合 

同条第１項に規定する特定合併又は同条第２項に規定する特定分割型分割による

ものについては、その契約において定めたその効力を生ずる日による。 

 

（株式等の譲渡に係る所得区分） 

37の10・37の11共－２ 株式等の譲渡（措置法第37条の10第４項各号又は第37条の11第

４項各号に規定する事由に基づき一般株式等に係る譲渡所得等又は上場株式等に係る

譲渡所得等に係る収入金額とみなされる場合を含む。以下この項において同じ。）によ

る所得が事業所得若しくは雑所得に該当するか又は譲渡所得に該当するかは、当該株式

等の譲渡が営利を目的として継続的に行われているかどうかにより判定するのである

が、その者の一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡所得等の金

額の計算上、次に掲げる株式等の譲渡による部分の所得については、譲渡所得として取

り扱って差し支えない。 

⑴ 上場株式等で所有期間が１年を超えるものの譲渡による所得 

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

⑵ 一般株式等の譲渡による所得 

(注) この場合において、その者の上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上、信用

取引等の方法による上場株式等の譲渡による所得など上記⑴に掲げる所得以外の上

場株式等の譲渡による所得がある場合には、当該部分は事業所得又は雑所得として

取り扱って差し支えない。 

 

（一般株式等に係る譲渡損失の金額又は上場株式等に係る譲渡損失の金額が生じた場合

の損益の計算） 

37の10・37の11共－３ 一般株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額

は、「特定投資株式に係る譲渡損失の損益の計算」の適用を受ける場合を除き、上場株

式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除することはできず、また、上場株式等に係る

譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額は、一般株式等に係る譲渡所得等の金額の

計算上控除することはできないことに留意する。 

 

（新 設） 

（一般株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算） 

37の10・37の11共－４ 一般株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る譲渡

所得等の金額の計算は、次に掲げる順序によって計算することに留意する。 

⑴ 一般株式等に係る事業所得、譲渡所得又は雑所得の金額のいずれかに、その金額の

計算上生じた損失の金額がある場合には、措置法令第25条の８第１項の規定により、

当該損失の金額を他の一般株式等に係る事業所得、譲渡所得又は雑所得の金額から控

除する。 

⑵ 上場株式等に係る事業所得、譲渡所得又は雑所得の金額のいずれかに、その金額の

計算上生じた損失の金額がある場合には、措置法令第25条の９第１項の規定により、

当該損失の金額を他の上場株式等に係る事業所得、譲渡所得又は雑所得の金額から控

除する。 

⑶ 「特定投資株式の取得に要した金額の控除等」の適用を受ける場合には、措置法令

第25条の12第２項第１号の規定により、まず一般株式等に係る譲渡所得等の金額の計

算上控除し、なお控除しきれない金額があるときは、上場株式等に係る譲渡所得等の

金額の計算上控除する。 

⑷ 「特定投資株式に係る譲渡損失の損益の計算」の適用を受ける場合には、当該特定

投資株式に係る譲渡損失の金額を上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

する。 

⑸ 「特定投資株式に係る譲渡損失の繰越控除」の適用を受ける場合には、当該繰越控

除に係る譲渡損失の金額を、措置法令第25条の12の２第７項第２号の規定により、ま

ず一般株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除し、なお控除しきれない金額があ

るときは、上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除する。 

⑹ 「上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除」の適用を受ける場合には、当該繰越控除

に係る譲渡損失の金額を上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除する。 

⑺ 所得税法第71条第１項《雑損失の繰越控除》に規定する雑損失の金額（37の10・37

の11共－５において「雑損失の金額」という。）がある場合には、同項の規定による

控除を行う。 

(注)１   上記⑴又は⑵の計算に当たり、一般株式等に係る事業所得、譲渡所得若しくは

雑所得の金額又は上場株式等に係る事業所得、譲渡所得若しくは雑所得の金額の

うちに、「特定投資株式に係る譲渡所得等の課税の特例（旧措法37の13の３）」の

適用がある株式等の譲渡による事業所得、譲渡所得又は雑所得の金額（以下この

項において「公開等特定株式に係る譲渡所得等の金額」という。）がある場合、

上記⑴又は⑵の損失の金額は、まず公開等特定株式に係る譲渡所得等の金額から

控除する。 

２ 上記⑶の計算に当たり、一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に

係る譲渡所得等の金額のうちに、公開等特定株式に係る譲渡所得等の金額に対応

する部分の金額がある場合は、まず当該公開等特定株式に係る譲渡所得等の金額

に対応する部分の金額から控除する。 

 

（雑損失の繰越控除及び所得控除の順序） 

37の10・37の11共－５ その年の前年以前３年内の各年において生じた雑損失の金額の

控除は、昭和46年８月26日付直資４－５ほか２課共同「租税特別措置法（山林所得・譲

渡所得関係）の取扱いについて」（法令解釈通達）31・32共－４によるものとする。ま

た、その年分の所得控除についても、これと同様に取り扱う。 

 

（新 設） 

（外貨で表示されている株式等に係る譲渡の対価の額等の邦貨換算） 

37の10・37の11共－６ 一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡

所得等の金額の計算に当たり、株式等の譲渡の対価の額が外貨で表示され当該対価の額

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

を邦貨又は外貨で支払うこととされている場合の当該譲渡の価額は、原則として、外貨

で表示されている当該対価の額につき金融商品取引業者と株式等を譲渡する者との間

の外国証券の取引に関する外国証券取引口座約款において定められている約定日にお

けるその支払をする者の主要取引金融機関（その支払をする者がその外貨に係る対顧客

直物電信買相場を公表している場合には、当該支払をする者）の当該外貨に係る対顧客

直物電信買相場により邦貨に換算した金額による。 

また、国外において発行された公社債の元本の償還（買入れの方法による償還を除

く。）により交付を受ける金銭等の邦貨換算については、記名のものは償還期日におけ

る対顧客直物電信買相場により邦貨に換算した金額により、無記名のものは、現地保管

機関等が受領した日（現地保管機関等からの受領の通知が著しく遅延して行われる場合

を除き、金融商品取引業者が当該通知を受けた日としても差し支えない。）における対

顧客直物電信買相場により邦貨に換算した金額による。 

なお、取得の対価の額の邦貨換算については、対顧客直物電信売相場により、上記に

準じて行う。 

(注) 株式等の取得の約定日が平成10年３月以前である場合には、外国為替公認銀行の

公表した対顧客直物電信売相場によることに留意する。 

 

（２以上の種類の株式が発行されている場合の取得価額の計算） 

37の10・37の11共－７ 一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡

所得等の金額の計算に当たり、一の法人の２以上の種類の株式を有する場合には、各種

類の株式の権利内容等からみて、各種類の株式がそれぞれ異なる価額で取引が行われる

ものと認められるときには、各種類の株式はそれぞれ異なる銘柄の株式として、所得税

法令第105条第１項《有価証券の評価の方法》の規定を適用するものとする。 

(注) 一の法人等の２以上の種類（回号）の公社債を有する場合も同様とする。 

 

（新 設） 

（受益者等課税信託の信託財産に属する株式等と同一銘柄の株式等を有している場合の

取得価額の計算） 

37の10・37の11共－８ 受益者等課税信託（所得税法第13条第１項《信託財産に属する

資産及び負債並びに信託財産に帰せられる収益及び費用の帰属》に規定する受益者（同

条第２項の規定により同条第１項に規定する受益者とみなされる者を含む。以下この項

及び37の10・37の11共－21において「受益者等」という。）がその信託財産に属する資

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

産及び負債を有するものとみなされる信託をいう。37の10・37の11共－21において同

じ。）の信託財産に属する資産のうちに当該受益者等が有する株式等と同一銘柄の株式

等がある場合には、当該信託財産に属する株式等と当該受益者等が有する株式等とを区

分しないで所得税法令第105条第１項の規定を適用することに留意する。 

 

（付与された権利の行使等により取得した株式等の価額） 

37の10・37の11共－９ 所得税法令第109条第１項第２号《有価証券の取得価額》に規定

する所得税法令第84条各号《株式等を取得する権利の価額》に掲げる権利の行使により

取得した株式等のその権利の行使の日（同条第５号に掲げる権利の行使により取得した

株式等にあっては、当該権利に基づく払込み又は給付の期日（払込み又は給付の期間の

定めがある場合には、当該払込み又は給付をした日））における価額は、所基通23～35

共－９《株式等を取得する権利の価額》により求めた価額とする。 

また、上場株式等償還特約付社債（措置法令第25条の10の２第14項第13号に規定する

上場株式等償還特約付社債をいう。以下同じ。）の償還により取得した上場株式等の取

得価額は、当該上場株式等償還特約付社債の償還の日における当該上場株式等の価額に

よるものとし、その価額については、上記と同様とする。 

 

（新 設） 

（株式等の購入費用） 

37の10・37の11共－10 所得税法令第109条第１項第４号に規定する「購入のために要し

た費用」とは、株式等を購入するに当たって支出した買委託手数料（当該委託手数料に

係る消費税及び地方消費税を含む。）、交通費、通信費、名義書換料等をいう。 

なお、利付公社債（既発債）を購入する場合に、直前の利払期からその購入の時まで

の期間に応じた経過利子に相当する額として、売買価額に含めて譲渡者に対して支払わ

れる金額については、その利付公社債の取得価額に含まれることに留意する。 

 

（新 設） 

（新株予約権の行使により取得した株式の取得価額） 

37の10・37の11共－11 新株予約権の行使により取得した株式（発行法人から与えられ

た所得税法令第84条第３号又は第４号に掲げる新株予約権で同条の規定の適用を受け

るものの行使により取得したものを除く。）１株当たりの取得価額は、次の算式により

計算した金額によるものとする。また、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26

年法律第198号）第２条第17項《定義》に規定する新投資口予約権の行使により取得し

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

た投資口１口当たりの取得価額についても同様とする。 

新株１株当た
りの払込金額 

＋ 
当該新株予約権の当該行使直前の取得価額 

当該行使により取得した新株の数 

   
 

（新株予約権付社債に係る新株予約権の行使により取得した株式の取得価額） 

37の10・37の11共－12 新株予約権付社債に係る新株予約権の内容として定められてい

る新株予約権の行使に際して出資される財産の価額が当該新株予約権付社債の発行時

の発行法人の株式の価額を基礎として合理的に定められている場合における当該新株

予約権の行使により取得した株式１株当たりの取得価額は、次に定める算式により計算

した金額によるものとする。 

株式１株に
つき払い込
むべき金額 

＋ 

当該払込みに係る新株予約権付社債の当該行使直前の取得価額が
当該払込みに係る新株予約権付社債の額面金額を超える場合のそ
の超える部分の金額 

当該行使により取得した株式の数 

   
 

（新 設） 

（株式等の取得価額） 

37の10・37の11共－13 株式等を譲渡した場合における事業所得の金額、譲渡所得の金

額又は雑所得の金額の計算上必要経費又は取得費に算入する金額は、所得税法第37条第

１項《必要経費》、第38条第１項《譲渡所得の金額の計算上控除する取得費》、第48条《有

価証券の譲渡原価等の計算及びその評価の方法》及び第61条《昭和27年12月31日以前に

取得した資産の取得費等》の規定に基づいて計算した金額となるのであるが、譲渡をし

た同一銘柄の株式等について、当該株式等の譲渡による収入金額の100分の５に相当す

る金額を当該株式等の取得価額として事業所得の金額若しくは雑所得の金額を計算し

ているとき又は当該金額を譲渡所得の金額の計算上収入金額から控除する取得費とし

て計算しているときは、これを認めて差し支えないものとする。 

 

（新 設） 

（１単位当たりの取得価額の端数処理） 

37の10・37の11共－14 所得税法令第105条第１項の規定により計算された１単位当たり

の取得価額又は所得税法令第118条第１項《譲渡所得の基因となる有価証券の取得費等》

の規定により計算された１単位当たりの金額に１円未満の端数（公社債は額面100円当

たりの価額とした場合の小数点以下２位未満の端数）があるときは、原則として、その

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

端数を切り上げるものとする。 

 

（株式等を取得するために要した負債の利子） 

37の10・37の11共－15 一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡

所得等の金額の計算上控除する株式等を取得するために要した負債の利子の額は、株式

等に係る譲渡所得等の基因となった株式等を取得するために要した負債の利子で、その

年中における当該株式等の所有期間に対応して計算された金額とする。 

 

（新 設） 

（配当所得の収入金額等がある場合の負債の利子） 

37の10・37の11共－16 その年において、株式等に係る譲渡所得等及び配当所得を有す

る者が負債により取得した株式等を有する場合において、当該負債を株式等に係る譲渡

所得等の基因となった株式等を取得するために要したものとその他のものとに明確に

区分することが困難なときには、次の算式により計算した金額を、一般株式等に係る譲

渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除すべき負債の利

子の額とすることができるものとする。 

株式等を
取得する
ために要
した負債
の利子の
総額 

× 

 

 

 

その利子の額を差し引く前の一般株式等に係る譲渡所得等の金額又
は上場株式等に係る譲渡所得等の金額  

配当所
得の収
入金額 

＋ 

その利子の額を差し引
く前の一般株式等に係
る譲渡所得等の金額及
び上場株式等に係る譲
渡所得等の金額 

＋ 

その利子の額を差し引
く前の総合課税の株式
等に係る事業所得等の
金額 

(注) 算式中の「総合課税の株式等に係る事業所得等」とは、所得税法第22条《課税標

準》又は第165条《総合課税に係る所得税の課税標準、税額等の計算》の規定の適用

を受ける株式等の譲渡による所得で事業所得又は雑所得に該当するものをいう。 

 

（新 設） 

（負債を借り換えた場合等の負債の利子） 

37の10・37の11共－17 株式等を取得するために要した負債を借り換えた場合等の取扱

いについては、所基通24－７《負債を借り換えた場合》、24－８《負債により取得した

株式等の一部を譲渡した場合》及び24－９《負債により取得した株式等を買い換えた場

合》の取扱いを準用する。 

 

（新 設） 

-13-



 

 

改     正     後 改     正     前 

（「取得をした日」の判定） 

37の10・37の11共－18 一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡

所得等の金額を計算する場合における株式等の「取得をした日」の判定は、次による。 

⑴ 他から取得した株式等は、引渡しがあった日による。ただし、納税者の選択により、

当該株式等の取得に関する契約の効力発生の日を取得をした日として申告があった

ときは、これを認める。 

⑵ 金銭の払込み又は財産の給付（以下「払込み等」という。）により取得した株式等

は、その払込み等の期日（払込み等の期間が定められている場合には払込み等を行っ

た日）による。 

⑶ 新株予約権（新投資口予約権を含む。以下この項において同じ。）の行使（新株予

約権付社債に係る新株予約権の行使を含む。）により取得した株式等は、その新株予

約権を行使した日による。 

⑷ 株式等の分割又は併合により取得した株式等及び株主割当てにより取得（所得税法

令第111条第１項《株主割当てにより取得した株式の取得価額》に規定する旧株の数

に応じて割り当てられた株式等を取得した場合をいう。）した株式等は、その取得の

基因となった株式等の「取得をした日」による。 

⑸ 株式無償割当てにより取得した株式等は、その取得の基因となった株式等の「取得

をした日」による。ただし、当該株式無償割当ての基因となった株式等と異なる種類

の株式等が割り当てられた場合には、当該株式無償割当ての効力を生ずる日による。 

⑹ 新株予約権無償割当て（新投資口予約権無償割当てを含む。）により取得した新株

予約権は、当該新株予約権無償割当ての効力を生ずる日による。 

⑺ 法人の合併又は法人の分割により取得した株式等は、その取得の基因となった株式

等の「取得をした日」による。ただし、措置法第37条の10第３項第１号若しくは第２

号（第37条の11第３項の規定により上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみ

なされる場合を含む。）又は第37条の14の３第１項若しくは第２項の規定により、一

般株式等に係る譲渡所得等又は上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみな

されることとなる金額がある場合における法人の合併又は法人の分割により取得し

た株式等は、その契約において定めたその効力を生ずる日（新設合併又は新設分割の

場合は、新設合併設立会社又は新設分割設立会社の設立登記の日）による。 

⑻ 投資信託（所得税法第２条第１項第12号の２《定義》に規定する投資信託をいう。）

又は特定受益証券発行信託（同項第15号の５に規定する特定受益証券発行信託をい

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

う。以下同じ。）（以下この項において「投資信託等」という。）の受益権に係る投資

信託等の信託の併合により取得した受益権は、その取得の基因となった投資信託等の

受益権の「取得をした日」による。ただし、措置法第37条の10第４項第１号若しくは

第２号又は第37条の11第４項第１号の規定により、一般株式等に係る譲渡所得等又は

上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされることとなる金額がある場

合における投資信託等の信託の併合により取得した受益権は、その契約において定め

たその効力を生ずる日による。 

⑼ 特定受益証券発行信託の受益権に係る特定受益証券発行信託の信託の分割により

取得した受益権は、その取得の基因となった特定受益証券発行信託の受益権の「取得

をした日」による。ただし、措置法第37条の10第４項第３号又は第37条の11第４項第

２号の規定により、一般株式等に係る譲渡所得等又は上場株式等に係る譲渡所得等に

係る収入金額とみなされることとなる金額がある場合における特定受益証券発行信

託の信託の分割により取得した受益権は、その契約において定めたその効力を生ずる

日による。 

⑽ 組織変更により取得した株式等は、その取得の基因となった株式等の「取得をした

日」による。ただし、措置法第37条の10第３項第６号（第37条の11第３項の規定によ

り上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる場合を含む。）の規定に

より、一般株式等に係る譲渡所得等又は上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額

とみなされることとなる金額がある場合における組織変更により取得した株式等は、

組織変更において定めたその効力を生ずる日による。 

⑾ 株式交換により取得した株式等は、その契約において定めたその効力を生ずる日に

よる。 

⑿ 株式移転により取得した株式等は、所得税法第57条の４第２項に規定する株式移転

完全親法人の設立登記の日による。 

⒀ 取得請求権付株式の請求権の行使の対価として交付された株式等は、当該請求権の

行使をした日による。 

⒁ 取得条項付株式（取得条項付新株予約権及び取得条項付新株予約権が付された新株

予約権付社債を含む。）の取得対価として交付された株式等は、取得事由が生じた日

（当該取得条項付株式を発行する法人が当該取得事由の発生により当該取得条項付

株式の一部を取得することとするときは、当該取得事由が生じた日と取得の対象とな

った株主等への当該株式等を取得する旨の通知又は公告の日から２週間を経過した
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改     正     後 改     正     前 

日のいずれか遅い日）による。 

⒂ 全部取得条項付種類株式の取得対価として交付された株式等は、全部取得条項付種

類株式に係る取得決議において定めた会社が全部取得条項付種類株式を取得する日

による。 

⒃ 信用取引の買建てにより取得していた株式等をいわゆる現引きにより取得した場

合には、当該買建ての際における⑴の日による。 

⒄ 上場株式等償還特約付社債の償還により取得した株式等は、その償還の日による。 

⒅ 金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げる取引による権利の行使又は義務の

履行により取得した株式等は、当該取引の対象株式等の売買に係る決済の日による。

ただし、納税者の選択により、その権利の行使の日又は義務の履行の日を取得をした

日として申告があったときは、これを認める。 

(注) 所得税法第60条第１項《贈与等により取得した資産の取得費等》の規定は、株式

等についても適用されることに留意する。 

 

（株式の範囲） 

37の10・37の11共－19 措置法第37条の10第２項第１号に規定する「株式」には、措置

法第８条の４第１項第１号の規定により、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第

14項に規定する投資口が含まれることに留意する。 

(注) 「投資口」とは、投資法人（資産を主として特定資産に対する投資として運用する

ことを目的として設立された社団）の社員の地位で、均等の割合的単位に細分化され

たものをいう。 

 

（新 設） 

（公社債の範囲） 

37の10・37の11共－20 措置法第37条の10第２項第７号に掲げる「公社債」の範囲は、

所基通２－10《公債の範囲》及び２－11《社債の範囲》の取扱いによるのであるが、次

に掲げるものは除かれることに留意する。 

⑴ 預金保険法（昭和46年法律第34号）第２条第２項第５号《定義》に規定する長期信

用銀行債等 

⑵ 農水産業協同組合貯金保険法（昭和48年法律第53号）第２条第２項第４号《定義》

に規定する農林債 

⑶ ⑴及び⑵以外の公社債で、措置法第41条の12第７項に規定する償還差益について同

（新 設） 
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条第１項の規定の適用を受ける同条第７項に規定する割引債 

(注) 上記⑴から⑶までの公社債の譲渡による所得については、措置法第37条の15第１

項の規定により所得税は課されない。 

 

（受益者等課税信託の信託財産に属する株式等の譲渡等） 

37の10・37の11共－21 受益者等課税信託の信託財産に属する資産が株式等である場合

における当該資産の譲渡又は受益者等課税信託の受益者等としての権利の目的となっ

ている信託財産に属する資産が株式等である場合における当該権利の譲渡による所得

は、原則として株式等に係る譲渡所得等となり、措置法第37条の10又は第37条の11の規

定その他の所得税に関する法令の規定を適用することとなる。なお、この場合において

は次の点に留意する。 

⑴ 受益者等課税信託の信託財産に属する株式等の譲渡があった場合において、当該株

式等の譲渡に係る信託報酬として当該受益者等課税信託の受益者等が当該受益者等

課税信託の受託者に支払った金額については、所得税法第37条第１項に規定する「当

該総収入金額を得るため直接に要した費用」又は同法第33条第３項《譲渡所得》に規

定する「資産の譲渡に要した費用」に含まれる。 

⑵ 委託者と受益者等がそれぞれ一であり、かつ、同一の者である場合の受益者等課税

信託の信託財産に属する株式等の譲渡があった場合又は当該受益者等課税信託の受

益者等としての権利の譲渡があった場合における当該株式等又は当該権利に係る株

式等の「取得をした日」は、当該委託者が当該株式等の取得をした日となる。 

(注) 当該受益者等課税信託の信託財産に属する株式等が信託期間中に信託財産に属

することとなったものである場合には、当該株式等が信託財産に属することとな

った日となる。 

⑶ 受益者等課税信託の受益者等としての権利の譲渡があった場合において、当該受益

者等としての権利の目的となっている信託財産に属する債務があるため、当該譲渡の

対価の額が当該債務の額を控除した残額をもって支払われているときは、当該譲渡に

よる収入すべき金額は、所得税法第36条第１項《収入金額》の規定により、その支払

を受けた対価の額に当該控除された債務の額に相当する金額を加算した金額となる。 

(注) 譲渡された受益者等としての権利の目的となっている資産（金銭及び金銭債権

を除く。）の譲渡収入金額は、当該受益者等としての権利の譲渡により収入すべき

金額からその信託財産に属する金銭及び金銭債権の額を控除した残額を基礎とし

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

て、当該受益者等としての権利の譲渡の時における当該受益者等としての権利の

目的となっている各資産（金銭及び金銭債権を除く。）の価額の比によりあん分し

て算定するものとする。 

⑷ 委託者が受益者等課税信託の受益者等となる信託の設定により信託財産に属する

こととなった株式等の譲渡に係る譲渡所得等の金額の計算上必要経費又は取得費に

算入する金額は、当該委託者が当該株式等を引き続き有しているものとして、所得税

法第37条第１項、第38条第１項、第48条及び第61条の規定を適用して計算した金額と

なる。 

(注) 当該受益者等課税信託の信託期間中に、当該受益者等課税信託に係る信託財産

に属することとなった株式等の譲渡に係る譲渡所得等の金額の計算上必要経費又

は取得費に算入する金額は、受益者等が、当該株式等を当該受益者等課税信託の

受託者がその取得のために要した金額をもって取得し、引き続き有しているもの

として、同法第37条第１項、第38条第１項、第48条及び第61条の規定を適用して

計算する。この場合において、当該株式等の取得に係る信託報酬として当該受益

者等課税信託の受益者等が当該受益者等課税信託の受託者に支払った金額につい

ては、所得税法令第109条第１項に規定する「取得価額」に含まれる。 

⑸ 株式等に係る譲渡所得等に関する課税の特例等の規定の適用を受けようとする受

益者等が確定申告書に添付すべき書類については、昭和55年12月26日付直所３－20

ほか１課共同「租税特別措置法に係る所得税の取扱いについて」（法令解釈通達）28

の４－53《信託の受益者における書類の添付》に準ずる。 

 

（法人が自己の株式又は出資を個人から取得する場合の所得税法第59条の適用） 

37の10・37の11共－22 法人がその株主等から措置法第37条の10第３項第４号の規定に

該当する自己の株式又は出資の取得を行う場合において、その株主等が個人であるとき

には、同項及び措置法第37条の11第３項の規定により、当該株主等が交付を受ける金銭

等（所得税法第25条第１項《配当等とみなす金額》の規定に該当する部分の金額（以下

この項において「みなし配当額」という。）を除く。）は一般株式等に係る譲渡所得等又

は上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされるが、この場合における同法

第59条第１項第２号の規定の適用については、次による。 

⑴ 所得税法第59条第１項第２号の規定に該当するかどうかの判定 

法人が当該自己の株式又は出資を取得した時における当該自己の株式又は出資の

（新 設） 
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価額（以下この項において「当該自己株式等の時価」という。）に対して、当該株主

等に交付された金銭等の額が、同号に規定する著しく低い価額の対価であるかどうか

により判定する。 

⑵ 所得税法第59条第１項第２号の規定に該当する場合の一般株式等に係る譲渡所得

等又は上場株式等に係る譲渡所得等の収入金額とみなされる金額 

当該自己株式等の時価に相当する金額から、みなし配当額に相当する金額を控除し

た金額による。 

(注) 「当該自己株式等の時価」は、所基通59－６《株式等を贈与等した場合の「その

時における価額」》により算定するものとする。 

 

（法人の自己の株式等の取得から除かれる措置法令第25条の８第９項第３号の「購入」） 

37の10・37の11共－23 措置法第37条の10第３項第４号に規定する「法人の自己の株式

又は出資の取得」から除かれることとされている措置法令第25条の８第９項第３号に掲

げる「購入」とは、金融商品取引法第30条《認可》の規定により金融商品取引業者が内

閣総理大臣の認可を受けた私設取引システムにおける有価証券の売買の媒介、取次ぎ又

は代理をする場合におけるその売買（同法第２条第８項第10号ニに掲げる方法により売

買価格が決定されるものを除く。）による購入であることに留意する。 

 

（新 設） 

（合計所得金額等の計算） 

37の10・37の11共－24 一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡

所得等の金額を有する場合における所得税に関する法令の規定の適用に当たっては、次

の点に留意する。 

⑴ 所得税法第２条第１項第30号に規定する「合計所得金額」には、措置法第37条の10

第６項第１号及び第37条の11第６項の規定により一般株式等に係る譲渡所得等の金

額及び上場株式等に係る譲渡所得等の金額が含まれ、所得税法令第11条第２項《寡婦

の範囲》及び第11条の２第２項《寡夫の範囲》に規定する「総所得金額、退職所得金

額及び山林所得金額の合計額」には、措置法令第25条の８第16項及び第25条の９第13

項の規定により、一般株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る譲渡所得

等の金額が含まれる。この場合の一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等

に係る譲渡所得等の金額は、「特定投資株式の取得に要した金額の控除等」を適用し

た後の金額による。 

（新 設） 
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(注)１ 「特定投資株式の取得に要した金額の控除等」の適用に当たっては、37の10・

37の11共－４⑶参照。 

２ 「特定投資株式に係る譲渡所得等の課税の特例（旧措法37の13の３）」の適用

もある場合は、「特定投資株式の取得に要した金額の控除等」、「特定投資株式に

係る譲渡所得等の課税の特例（旧措法37の13の３）」の順序でそれぞれの特例を

適用した後の金額による。 

⑵ 所得税法第120条第１項《確定所得申告》本文に規定する「その年分の総所得金額、

退職所得金額及び山林所得金額の合計額」及び同法第121条第１項第１号《確定所得

申告を要しない場合》に規定する「給与所得及び退職所得以外の所得金額」には、一

般株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る譲渡所得等の金額が含まれ

る。これらの場合の一般株式等に係る譲渡所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡所

得等の金額は、法令の規定により確定申告書の提出又は確定申告書への記載若しくは

明細書等の添付を要件として適用される特例を適用しないで計算した金額による。 

 

 

措置法第３７条の１０《一般株式等に係る譲渡所得等
の課税の特例》関係 
 

 

措置法第３７条の１０《株式等に係る譲渡所得等の課
税の特例》関係 
 

（廃 止） （株式等に係る譲渡所得等の総収入金額の収入すべき時期） 

37の10－１ 株式等に係る譲渡所得等の総収入金額の収入すべき時期は、次の区分ごとに

それぞれに掲げるところによる。 

⑴ 次の⑵から⑼以外の場合 

株式等の引渡しがあった日による。ただし、納税者の選択により、当該株式等の譲

渡に関する契約の効力発生の日により総収入金額に算入して申告があったときは、こ

れを認める。 

⑵ 金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第156条の24第１項《免許及び免許の申請》

の規定による信用取引又は発行日取引（以下37の10－６までにおいて「信用取引等」

という。）の方法による場合 

当該信用取引等の決済の日による。 

⑶ その有する株式（以下この項において「旧株」という。）につき、その旧株を発行

した法人の行った株式交換により所得税法第57条の４第１項《株式交換等に係る譲渡
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所得等の特例》に規定する株式交換完全親法人（以下「株式交換完全親法人」という。）

に対して当該旧株を譲渡した場合（同項の規定により当該旧株の譲渡がなかったもの

とみなされる場合を除く。） 

その契約において定めたその効力を生ずる日による。 

⑷ 旧株につき、その旧株を発行した法人の行った株式移転により同条第２項に規定す

る株式移転完全親法人（以下「株式移転完全親法人」という。）に対して当該旧株を

譲渡した場合（同項の規定により当該旧株の譲渡がなかったものとみなされる場合を

除く。） 

当該株式移転完全親法人の設立登記の日による。 

⑸ 同条第３項各号に掲げる有価証券（同項第４号に掲げる新株予約権付社債について

の社債を除く。）を当該各号に定める事由により譲渡した場合（同項の規定により当

該有価証券の譲渡がなかったものとみなされる場合を除く。） 

イ 取得請求権付株式に係る請求権の行使による当該取得請求権付株式の譲渡につ

いては、当該請求権の行使をした日による。 

ロ 取得条項付株式（取得条項付新株予約権及び取得条項付新株予約権が付された新

株予約権付社債を含む。以下この項において同じ。）に係る取得事由の発生による

当該取得条項付株式の譲渡については、当該取得事由が生じた日（当該取得条項付

株式を発行する法人が当該取得事由の発生により当該取得条項付株式の一部を取

得することとするときは、当該取得事由が生じた日と取得の対象となった株主等へ

の当該株式を取得する旨の通知又は公告の日から２週間を経過した日のいずれか

遅い日）による。 

ハ 全部取得条項付種類株式に係る取得決議による当該全部取得条項付種類株式の

譲渡については、当該取得決議において定めた会社が全部取得条項付種類株式を取

得する日による。 

⑹ 措置法第37条の10第３項各号及び措置法令第25条の８第３項各号に規定する事由

に基づき交付を受ける金銭等の額が収入金額とみなされる場合 

イ 措置法第37条の10第３項第１号及び措置法令第25条の８第３項第１号に掲げる

合併によるものについては、その契約において定めたその効力を生ずる日（新設合

併の場合は、新設合併設立会社の設立登記の日）による。ただし、これらの日前に

金銭等が交付される場合には、その交付の日による。 

ロ 措置法第37条の10第３項第２号に掲げる分割によるものについては、その契約に
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おいて定めたその効力を生ずる日（新設分割の場合は、新設分割設立会社の設立登

記の日）による。ただし、これらの日前に金銭等が交付される場合には、その交付

の日による。 

ハ 同項第３号に掲げる資本の払戻しによるものについては、その払戻しに係る剰余

金の配当がその効力を生ずる日による。 

ニ 同項第３号に掲げる解散による残余財産の分配によるものについては、その分配

開始の日による。ただし、その分配が数回に分割して行われる場合には、それぞれ

の分配開始の日による。 

ホ 同項第４号に掲げる自己の株式又は出資の取得によるものについては、その法人

の取得の日による。 

ヘ 同項第５号に掲げる出資の消却、出資の払戻し、社員その他の出資者の退社若し

くは脱退による持分の払戻し又は株式若しくは出資を法人が取得することなく消

滅させるものについては、これらの事実があった日による。 

ト 同項第６号及び措置法令第25条の８第３項第２号に掲げる組織変更によるもの

については、組織変更計画において定めたその効力を生ずる日による。ただし、そ

の効力を生ずる日前に金銭等が交付される場合には、その交付の日による。 

⑺ 措置法第37条の10第４項各号に規定する事由に基づき交付を受ける金銭等の額が

収入金額とみなされる場合 

イ 同項第１号に規定する公募株式等証券投資信託等の終了（公募株式等証券投資信

託等の信託の併合に係るものである場合を除く。）若しくは一部の解約又は同項第

２号に規定する株式等証券投資信託等の終了（株式等証券投資信託等の信託の併合

に係るものを除く。）若しくは一部の解約によるものについては、その終了又は一

部の解約の日による。 

ロ 同項第１号に規定する公募株式等証券投資信託等の信託の併合又は同項第２号

に規定する株式等証券投資信託等の信託の併合に係るものについては、当該信託の

併合がその効力を生ずる日による。ただし、当該効力を生ずる日の前に金銭等が交

付される場合には、その交付の日による。 

ハ 同項第３号に規定する特定受益証券発行信託に係る信託の分割によるものにつ

いては、当該信託の分割がその効力を生ずる日による。ただし、当該効力を生ずる

日の前に金銭等が交付される場合には、その交付の日による。 

⑻ 取得条項付新投資口予約権に係る取得事由の発生による当該取得条項付新投資口
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予約権を譲渡した場合 

当該取得事由が生じた日（当該取得条項付新投資口予約権を発行する投資法人が当

該取得事由の発生により当該取得条項付新投資口予約権の一部を取得することとす

るときは、当該取得事由が生じた日と取得の対象となった新投資口予約権者への当該

取得条項付新投資口予約権を取得する旨の通知又は公告の日から２週間を経過した

日のいずれか遅い日）による。 

⑼ 措置法第37条の14の２第１項又は第２項に規定する事由に基づき収入金額とみな

される場合 

同条第１項に掲げる特定合併又は同条第２項に掲げる特定分割型分割によるもの

については、その契約において定めたその効力を生ずる日による。 

 

（廃 止） （株式等の譲渡に係る所得区分） 

37の10－２ 株式等の譲渡（措置法第37条の10第４項各号に規定する事由に基づき収入金

額とみなされる場合を含む。以下この項において同じ。）による所得が事業所得若しく

は雑所得に該当するか又は譲渡所得に該当するかは、当該株式等の譲渡が営利を目的と

して継続的に行われているかどうかにより判定するのであるが、その者の株式等に係る

譲渡所得等の金額の計算上、次に掲げる株式等の譲渡による部分の所得については、譲

渡所得として取り扱って差し支えない。 

⑴ 次に掲げる株式等（以下「上場株式等」という。）で所有期間が１年を超えるもの

の譲渡による所得 

イ 金融商品取引法第２条第16項《定義》に規定する金融商品取引所に上場されてい

る株式等 

ロ 店頭売買登録銘柄として登録された株式（出資及び投資口（投資信託及び投資法

人に関する法律（昭和26年法律第198号）第２条第14項《定義》に規定する投資口

をいう。）を含む。以下この項において同じ。） 

ハ 店頭転換社債型新株予約権付社債 

ニ 店頭管理銘柄株式 

ホ 認可金融商品取引業協会（金融商品取引法第２条第13項に規定する認可金融商品

取引業協会をいう。）の定める規則に従い、登録銘柄として認可金融商品取引業協

会に備える登録原簿に登録された日本銀行出資証券 

へ 金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場において売
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買されている株式等 

ト 措置法第37条の11の３第２項第２号に規定する公社債投資信託以外の証券投資

信託でその設定に係る受益権の募集が公募（措置法第８条の４第１項第２号に規定

する公募をいう。）により行われたもの（措置法第３条の２に規定する特定株式投

資信託を除く。）の受益権 

チ 特定投資法人（措置法第８条の４第１項第３号に規定する特定投資法人をいう。）

の投資口 

⑵ 上場株式等以外の株式等の譲渡による所得 

(注) この場合において、その者の株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上、信用取引

等の方法による上場株式等の譲渡による所得など上記⑴に掲げる所得以外の上場株

式等の譲渡による所得がある場合には、当該部分は事業所得又は雑所得として取り

扱って差し支えない。 

 

（廃 止） （株式等に係る譲渡所得等の金額の計算） 

37の10－３ 株式等に係る譲渡所得等の金額の計算は、次に掲げる順序によって計算する

ことに留意する。 

⑴ 株式等に係る事業所得、譲渡所得又は雑所得の金額のいずれかに、その金額の計算

上生じた損失の金額がある場合には、措置法令第25条の８第１項の規定により、当該

損失の金額を他の株式等に係る事業所得、譲渡所得又は雑所得の金額から控除する。 

⑵ 「特定投資株式の取得に要した金額の控除等の特例」の適用を受ける場合には、当

該特例を適用する。 

⑶ 「特定投資株式に係る譲渡損失の繰越控除」の適用を受ける場合には、当該繰越控

除に係る譲渡損失の金額を控除する。 

⑷ 「上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除」の適用を受ける場合には、当該繰越控除

に係る譲渡損失の金額を控除する。 

⑸ 所得税法第71条《雑損失の繰越控除》第１項に規定する雑損失の金額（37の10－４

において「雑損失の金額」という。）がある場合には、同項の規定による控除を行う。 

 

（廃 止） （雑損失の繰越控除及び所得控除の順序） 

37の10－４ その年の前年以前３年内の各年において生じた雑損失の金額の控除は、「租

税特別措置法（山林所得・譲渡所得関係）の取扱いについて」（法令解釈通達）31・32
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共－４によるものとする。また、その年分の所得控除についても、これと同様に取り扱

う。 

 

（廃 止） （信用取引等に係る譲渡益の計算） 

37の10－５ 株式等に係る譲渡所得等の金額の計算に当たり、信用取引等の方法により上

場株式等の買付け又は売付けを行った者が、当該信用取引等に関し、金融商品取引業者

に支払う又は金融商品取引業者から支払を受ける次のものについては、それぞれ次に掲

げるところによることに留意する。 

⑴ 買付けを行った者が金融商品取引業者に支払う買委託手数料、委託手数料等に係る

消費税及び地方消費税、名義書換料並びに金利に相当する額は、当該信用取引等に伴

い直接要した費用の額に算入する。 

⑵ 買付けを行った者が金融商品取引業者から支払を受ける品貸料の額は、上場株式等

の譲渡に係る収入金額に算入する。 

⑶ 売付けを行った者が金融商品取引業者から支払を受ける金利に相当する額は、上場

株式等の譲渡に係る収入金額に算入する。 

⑷ 売付けを行った者が金融商品取引業者に支払う売委託手数料、委託手数料等に係る

消費税及び地方消費税並びに品貸料の額は、当該信用取引等に伴い直接要した費用の

額に算入する。 

⑸ 買付けを行った者が金融商品取引業者から支払を受ける配当落調整額及び権利処

理価額に相当する額は、買付けに係る上場株式等の取得価額から控除し、売付けを行

った者が金融商品取引業者に支払う配当落調整額及び権利処理価額に相当する額は、

上場株式等の譲渡に係る収入金額から控除する。 

(注) 配当落調整額とは、信用取引等に係る株式につき配当が付与された場合におい

て、金融商品取引業者が売付けを行った者から徴収し又は買付けを行った者に支

払う当該配当に相当する金銭の額をいい、権利処理価額とは、信用取引等に係る

株式につき、株式分割、株式無償割当て及び会社分割による株式を受ける権利、

新株予約権又は新株予約権の割当てを受ける権利が付与された場合において、金

融商品取引業者が売付けを行った者から徴収し又は買付けを行った者に支払うこ

れらの権利の価額に相当する金銭の額をいう。 
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（廃 止） （信用取引等の決済の日後に授受される配当落調整額） 

37の10－６ 株式等に係る譲渡所得等の金額を計算する場合において、信用取引等の決済

の日後に配当落調整額の授受が行われた場合は、その授受が行われた金額をその授受が

行われた年の総収入金額又は必要経費に算入するのであるから留意する。 

 

（廃 止） （信用取引において現渡しの方法により決済を行った場合の所得計算） 

37の10－７ 金融商品取引法第156条の24第１項の規定による信用取引の方法により上場

株式等の売付けを行った場合において、いわゆる現渡しの方法により決済を行ったとき

の株式等に係る譲渡所得等の金額は、当該売付けの際の約定金額により、当該現渡しを

した時に、当該現渡しをした上場株式等を譲渡したものとして計算するのであるから留

意する。この場合において、当該上場株式等に係る取得価額は、当該現渡しをした上場

株式等の取得に要した金額により、また、その取得の日は当該現渡しをした上場株式等

及びそれと同一銘柄の上場株式等のうち先に取得したものから順次譲渡をしたものと

した場合に当該譲渡をしたものとされる当該現渡しをした上場株式等の取得の日によ

る。 

 

（廃 止） （外貨で表示されている株式等に係る譲渡の対価の額等の邦貨換算） 

37の10－８ 株式等に係る譲渡所得等の金額の計算に当たり、株式等の譲渡の対価の額が

外貨で表示され当該対価の額を邦貨又は外貨で支払うこととされている場合の当該譲

渡の価額は、外貨で表示されている当該対価の額につき金融商品取引業者と株式等を譲

渡する者との間の外国証券の取引に関する外国証券取引口座約款において定められて

いる約定日におけるその支払をする者の主要取引金融機関（その支払をする者がその外

貨に係る対顧客直物電信買相場を公表している場合には、当該支払をする者）の当該外

貨に係る対顧客直物電信買相場により邦貨に換算した金額による。なお、取得の対価の

額の邦貨換算については、対顧客直物電信売相場により、上記に準じて行う。 

(注) 株式等の取得の約定日が平成10年３月以前である場合には、外国為替公認銀行の

公表した対顧客直物電信売相場によることに留意する。 

 

（廃 止） （二以上の種類の株式が発行されている場合の取得価額の計算） 

37の10－９ 株式等に係る譲渡所得等の金額の計算に当たり、一の法人の二以上の種類の

株式を有する場合には、各種類の株式の権利内容等からみて、各種類の株式がそれぞれ
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異なる価額で取引が行われるものと認められるときには、各種類の株式はそれぞれ異な

る銘柄の株式として、所得税法令第105条第１項《有価証券の評価の方法》の規定を適

用するものとする。 

 

（廃 止） （受益者等課税信託の信託財産に属する株式等と同一銘柄の株式等を有している場合の

取得価額の計算） 

37の10－９の２ 受益者等課税信託（所得税法第13条第１項《信託財産に属する資産及び

負債並びに信託財産に帰せられる収益及び費用の帰属》に規定する受益者（同条第２項

の規定により同条第１項に規定する受益者とみなされる者を含む。以下この項及び37

の10－23の２において「受益者等」という。）がその信託財産に属する資産及び負債を

有するものとみなされる信託をいう。37の10－23の２において同じ。）の信託財産に属

する資産のうちに当該受益者等が有する株式等と同一銘柄の株式等がある場合には、当

該信託財産に属する株式等と当該受益者等が有する株式等とを区分しないで所得税法

令第105条第１項の規定を適用することに留意する。 

 

（廃 止） （付与された権利の行使等により取得した株式等の価額） 

37の10－９の３ 所得税法令第109条第１項第２号《有価証券の取得価額》に規定する同

令第84条各号に掲げる権利の行使により取得した株式等のその権利の行使の日（同条第

５号《株式等を取得する権利の価額》に掲げる権利の行使により取得した株式等にあっ

ては、当該権利に基づく払込み又は給付の期日（払込み又は給付の期間の定めがある場

合には、当該払込み又は給付をした日））における価額は、所基通23～35共－９により

求めた価額とする。 

また、上場株式等償還特約付社債（措置法令第25条の10の２第15項第13号に規定する

上場株式等償還特約付社債をいう。以下同じ。）の償還により取得した上場株式等の取

得価額は、当該上場株式等償還特約付社債の償還の日における当該上場株式等の価額に

よるものとし、その価額については、上記と同様とする。 

 

（廃 止） （金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げる取引による権利の行使又は義務の履行

により取得した上場株式等の取得価額） 

37の10－９の４ 金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げる取引による権利の行使

又は義務の履行により取得した上場株式等の取得価額は、次の区分ごとにそれぞれに掲
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げるところによる。 

⑴ いわゆるコールオプションの買方が当該オプションの権利の行使により取得をし

た場合 

当該オプションの権利の行使により支出した金額及び一連の取引に関連して支出

した委託手数料（当該委託手数料に係る消費税及び地方消費税を含む。）の合計額に

支払オプション料を加算した金額 

⑵ いわゆるプットオプションの売方が当該オプションの義務の履行により取得をし

た場合 

当該オプションの義務の履行により支出した金額及び一連の取引に関連して支出

した委託手数料（当該委託手数料に係る消費税及び地方消費税を含む。）の合計額か

ら受取オプション料を控除した金額 

 

（廃 止） （株式等の購入費用） 

37の10－10 所得税法令第109条第１項第４号に規定する「購入のために要した費用」と

は、株式等を購入するに当たって支出した買委託手数料（当該委託手数料に係る消費税

及び地方消費税を含む。）、交通費、通信費、名義書換料等をいう。 

 

（廃 止） 37の10－11 削除 

 

（廃 止） （新株予約権の行使により取得した株式の取得価額） 

37の10－12 新株予約権の行使により取得した株式（発行法人から与えられた所得税法令

第84条第３号又は第４号に掲げる新株予約権で同条の規定の適用を受けるものの行使

により取得したものを除く。）１株当たりの取得価額は、次の算式により計算した金額

によるものとする。また、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第17項に規定する

新投資口予約権の行使により取得した投資口１口当たりの取得価額についても同様と

する。 

新株１株当た
りの払込金額 

＋ 
当該新株予約権の当該行使直前の取得価額 

当該行使により取得した新株の数 

   
 

（廃 止） （新株予約権付社債に係る新株予約権の行使により取得した株式の取得価額） 

37の10－13 新株予約権付社債に係る新株予約権の内容として定められている新株予約
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権の行使に際して出資される財産の価額が当該新株予約権付社債の発行時の発行法人

の株式の価額を基礎として合理的に定められている場合における当該新株予約権の行

使により取得した株式１株当たりの取得価額は、次に定める算式により計算した金額に

よるものとする。 

株式１株に
つき払い込
むべき金額 

＋ 

当該払込みに係る新株予約権付社債の当該行使直前の取得価額が
当該払込みに係る新株予約権付社債の額面金額を超える場合のそ
の超える部分の金額 

当該行使により取得した株式の数 

   
 

（廃 止） （株式等の取得価額） 

37の10－14 株式等を譲渡した場合における事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得

の金額の計算上必要経費又は取得費に算入する金額は、所得税法第37条第１項、第38

条第１項、第48条及び第61条の規定に基づいて計算した金額となるのであるが、譲渡を

した同一銘柄の株式等について、当該株式等の譲渡による収入金額の100分の５に相当

する金額を当該株式等の取得価額として事業所得の金額若しくは雑所得の金額を計算

しているとき又は当該金額を譲渡所得の金額の計算上収入金額から控除する取得費と

して計算しているときは、これを認めて差し支えないものとする。 

 

（廃 止） （１単位当たりの取得価額の端数処理） 

37の10－15 所得税法令第105条第１項の規定により計算された１単位当たりの取得価額

又は同令第118条第１項の規定により計算された１単位当たりの金額に１円未満の端数

があるときは、その端数を切り上げるものとする。 

 

（廃 止） （株式等を取得するために要した負債の利子） 

37の10－16 株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除する株式等を取得するために

要した負債の利子の額は、株式等に係る譲渡所得等の基因となった株式等を取得するた

めに要した負債の利子で、その年中における当該株式等の所有期間に対応して計算され

た金額とする。 

 

（廃 止） （配当所得の収入金額等がある場合の負債の利子） 

37の10－17 その年において、株式等に係る譲渡所得等及び配当所得を有する者が負債に

より取得した株式等を有する場合において、当該負債を株式等に係る譲渡所得等の基因
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となった株式等を取得するために要したものとその他のものとに明確に区分すること

が困難なときには、次の算式により計算した金額を株式等に係る譲渡所得等の金額の計

算上控除すべき負債の利子の額とすることができるものとする。 

株式等を
取得する
ために要
した負債
の利子の
総額 

× 

 

 

その利子の額を差し引く前の株式等に係る譲渡所得等の金額 

配当所
得の収
入金額 

＋ 
その利子の額を差し引
く前の株式等に係る譲
渡所得等の金額 

＋ 

その利子の額を差し引
く前の総合課税の株式
等に係る事業所得等の
金額 

(注) 算式中の「総合課税の株式等に係る事業所得等」とは、所得税法第22条《課税標

準》又は同法第165条《総合課税に係る所得税の課税標準、税額等の計算》の規定の

適用を受ける株式等の譲渡による所得で事業所得又は雑所得に該当するものをい

う。 

 

（廃 止） （負債を借り換えた場合等の負債の利子） 

37の10－18 株式等を取得するために要した負債を借り換えた場合等の取扱いについて

は、所基通24－７、24－８及び24－９の取扱いを準用する。 

 

（廃 止） （「取得をした日」の判定） 

37の10－19 株式等に係る譲渡所得等の金額を計算する場合における株式等の「取得をし

た日」の判定は、次による。 

⑴ 他から取得した株式等は、引渡しがあった日による。ただし、納税者の選択により、

当該株式等の取得に関する契約の効力発生の日を取得をした日として申告があった

ときは、これを認める。 

⑵ 金銭の払込み又は財産の給付（以下「払込み等」という。）により取得した株式等

は、その払込み等の期日（払込み等の期間が定められている場合には払込み等を行っ

た日）による。 

⑶ 新株予約権（新投資口予約権を含む。以下この項において同じ。）の行使（新株予

約権付社債に係る新株予約権の行使を含む。）により取得した株式等は、その新株予

約権を行使した日による。 

⑷ 株式等の分割又は併合により取得した株式等及び株主割当てにより取得（所得税法

令第111条第１項に規定する旧株の数に応じて割り当てられた株式等を取得した場合

をいう。）した株式等は、その取得の基因となった株式等の「取得をした日」による。 
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⑸ 株式無償割当てにより取得した株式等は、その取得の基因となった株式等の「取得

をした日」による。ただし、当該株式無償割当ての基因となった株式等と異なる種類

の株式等が割り当てられた場合には、当該株式無償割当ての効力を生ずる日による。 

⑹ 新株予約権無償割当て（新投資口予約権無償割当てを含む。）により取得した新株

予約権は、当該新株予約権無償割当ての効力を生ずる日による。 

⑺ 法人の合併又は法人の分割により取得した株式等は、その取得の基因となった株式

等の「取得をした日」による。ただし、措置法第37条の10第３項第１号若しくは第２

号又は第37条の14の２第１項若しくは第２項の規定により、株式等に係る譲渡所得等

の収入金額とみなされることとなる金額がある場合における法人の合併又は法人の

分割により取得した株式等は、その契約において定めたその効力を生ずる日（新設合

併又は新設分割の場合は、新設合併設立会社又は新設分割設立会社の設立登記の日）

による。 

⑻ 投資信託（所得税法第２条第１項第12号の２《定義》に規定する投資信託をいう。）

又は特定受益証券発行信託（同項第15号の５に規定する特定受益証券発行信託をい

う。以下同じ。）（以下この項において「投資信託等」という。）の受益権に係る投資

信託等の信託の併合により取得した受益権は、その取得の基因となった投資信託等の

受益権の「取得をした日」による。ただし、措置法第37条の10第４項第１号又は第２

号の規定により、株式等に係る譲渡所得等の収入金額とみなされることとなる金額が

ある場合における投資信託等の信託の併合により取得した受益権は、その契約におい

て定めたその効力を生ずる日による。 

⑼ 特定受益証券発行信託の受益権に係る特定受益証券発行信託の信託の分割により

取得した受益権は、その取得の基因となった特定受益証券発行信託の受益権の「取得

をした日」による。ただし、措置法第37条の10第４項第３号の規定により、株式等に

係る譲渡所得等の収入金額とみなされることとなる金額がある場合における特定受

益証券発行信託の信託の分割により取得した受益権は、その契約において定めたその

効力を生ずる日による。 

⑽ 組織変更により取得した株式等は、その取得の基因となった株式等の「取得をした

日」による。ただし、措置法第37条の10第３項第６号の規定により、株式等に係る譲

渡所得等の収入金額とみなされることとなる金額がある場合における組織変更によ

り取得した株式等は、組織変更において定めたその効力を生ずる日による。 

⑾ 株式交換により取得した株式等は、その契約において定めたその効力を生ずる日に
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よる。 

⑿ 株式移転により取得した株式等は、所得税法第57条の４第２項に規定する株式移転

完全親法人の設立登記の日による。 

⒀ 取得請求権付株式の請求権の行使の対価として交付された株式等は、当該請求権の

行使をした日による。 

⒁ 取得条項付株式（取得条項付新株予約権及び取得条項付新株予約権が付された新株

予約権付社債を含む。）の取得対価として交付された株式等は、取得事由が生じた日

（当該取得条項付株式を発行する法人が当該取得事由の発生により当該取得条項付

株式の一部を取得することとするときは、当該取得事由が生じた日と取得の対象とな

った株主等への当該株式等を取得する旨の通知又は公告の日から２週間を経過した

日のいずれか遅い日）による。 

⒂ 全部取得条項付種類株式の取得対価として交付された株式等は、全部取得条項付種

類株式に係る取得決議において定めた会社が全部取得条項付種類株式を取得する日

による。 

⒃ 信用取引の買建てにより取得していた株式等をいわゆる現引きにより取得した場

合には、当該買建ての際における⑴に定める日による。 

⒄ 上場株式等償還特約付社債の償還により取得した株式等は、その償還の日による。 

⒅ 金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げる取引による権利の行使又は義務の

履行により取得した株式等は、当該取引の対象株式等の売買に係る決済の日による。

ただし、納税者の選択により、その権利の行使の日又は義務の履行の日を取得をした

日として申告があったときは、これを認める。 

(注) 所得税法第60条第１項《贈与等により取得した資産の取得費等》の規定は、株式

等についても適用されることに留意する。 

 

（廃 止） 37の10－20 削除 

 

（廃 止） 37の10－21 削除 

 

（廃 止） 37の10－22 削除 
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（廃 止） （株式の範囲） 

37の10－23 措置法第37条の10第２項第１号に規定する「株式」には、措置法第８条の４

第１項第１号の規定により、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第14項に規定す

る投資口が含まれることに留意する。 

(注) 「投資口」とは、投資法人（資産を主として特定資産に対する投資として運用す

ることを目的として設立された社団）の社員の地位で、均等の割合的単位に細分化

されたものをいう。 

 

（廃 止） （受益者等課税信託の信託財産に属する株式等の譲渡等） 

37の10－23の２ 受益者等課税信託の信託財産に属する資産が株式等である場合におけ

る当該資産の譲渡又は受益者等課税信託の受益者等としての権利の目的となっている

信託財産に属する資産が株式等である場合における当該権利の譲渡による所得は、原則

として株式等に係る譲渡所得等となり、措置法第37条の10の規定その他の所得税に関す

る法令の規定を適用することとなる。なお、この場合においては次の点に留意する。 

⑴ 受益者等課税信託の信託財産に属する株式等の譲渡があった場合において、当該株

式等の譲渡に係る信託報酬として当該受益者等課税信託の受益者等が当該受益者等

課税信託の受託者に支払った金額については、所得税法第37条第１項に規定する「当

該総収入金額を得るため直接に要した費用」又は同法第33条第３項《譲渡所得》に規

定する「資産の譲渡に要した費用」に含まれる。 

⑵ 委託者と受益者等がそれぞれ一であり、かつ、同一の者である場合の受益者等課税

信託の信託財産に属する株式等の譲渡があった場合又は当該受益者等課税信託の受

益者等としての権利の譲渡があった場合における当該株式等又は当該権利に係る株

式等の「取得をした日」は、当該委託者が当該株式等の取得をした日となる。 

(注) 当該受益者等課税信託の信託財産に属する株式等が信託期間中に信託財産に属

することとなったものである場合には、当該株式等が信託財産に属することとな

った日となる。 

⑶ 受益者等課税信託の受益者等としての権利の譲渡があった場合において、当該受益

者等としての権利の目的となっている信託財産に属する債務があるため、当該譲渡の

対価の額が当該債務の額を控除した残額をもって支払われているときは、当該譲渡に

よる収入すべき金額は、所得税法第36条第１項《収入金額》の規定により、その支払

を受けた対価の額に当該控除された債務の額に相当する金額を加算した金額となる。 
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(注) 譲渡された受益者等としての権利の目的となっている資産（金銭及び金銭債権

を除く。）の譲渡収入金額は、当該受益者等としての権利の譲渡により収入すべき

金額からその信託財産に属する金銭及び金銭債権の額を控除した残額を基礎とし

て、当該受益者等としての権利の譲渡の時における当該受益者等としての権利の

目的となっている各資産（金銭及び金銭債権を除く。）の価額の比によりあん分し

て算定するものとする。 

⑷ 委託者が受益者等課税信託の受益者等となる信託の設定により信託財産に属する

こととなった株式等の譲渡に係る譲渡所得等の金額の計算上必要経費又は取得費に

算入する金額は、当該委託者が当該株式等を引き続き有しているものとして、所得税

法第37条第１項、第38条第１項、第48条及び第61条の規定を適用して計算した金額と

なる。 

(注) 当該受益者等課税信託の信託期間中に、当該受益者等課税信託に係る信託財産

に属することとなった株式等の譲渡に係る譲渡所得等の金額の計算上必要経費又

は取得費に算入する金額は、受益者等が、当該株式等を当該受益者等課税信託の

受託者がその取得のために要した金額をもって取得し、引き続き有しているもの

として、所得税法第37条第１項、第38条第１項、第48条及び第61条の規定を適用

して計算する。この場合において、当該株式等の取得に係る信託報酬として当該

受益者等課税信託の受益者等が当該受益者等課税信託の受託者に支払った金額に

ついては、所得税法令第109条第１項に規定する「取得価額」に含まれる。 

⑸ 株式等に係る譲渡所得等に関する課税の特例等の規定の適用を受けようとする受

益者等が確定申告書に添付すべき書類については、昭和55年12月26日付直所３－20

ほか１課共同「租税特別措置法に係る所得税の取扱いについて」（法令解釈通達）の

28の４－53《信託の受益者における書類の添付》に準ずる。 

 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の合併の場合） 

37の10－１ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・、被合併法人の株式（以下この項において「旧株」という。）について

の一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる同項第１号に掲げる金

額（所得税法第25条第１項の規定に該当する部分の金額（以下37の10－５までにおい

て「みなし配当額」という。）を除く。）及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、

次の算式によって計算した金額となる。 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の合併の場合） 

37の10－24 ・・・・・。 

⑴ ・・・・・、被合併法人の株式（以下この項において「旧株」という。）について

の譲渡所得等に係る収入金額とみなされる同項第１号に掲げる金額（所得税法第25

条第１項《配当等とみなす金額》の規定に該当する部分の金額（以下37の10－27まで

において「みなし配当額」という。）を除く。）及び当該収入金額から控除すべき取得

価額は、次の算式によって計算した金額となる。 
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 ・・・・・ 

 (注) ・・・・・、「合併親法人」とは、合併法人との間に措置法令第25条の８第５項

に規定する関係がある法人をいう(以下同じ。）。 

・・・・・ 

・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

イ ・・・・・ 

・・・・・ 

ロ ・・・・・ 

  ・・・・・ 

なお、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第４条の３第２項第１号《適格組織

再編成における株式の保有関係等》に規定する無対価合併のうち、法人税法（昭和40

年法律第34号）第２条第12号の８《定義》に規定する適格合併以外の合併が行われた

場合の当該無対価合併後の合併法人の株式１株当たりの取得価額は、・・・・・。 

⑶ ・・・・・。 

 

 ・・・・・ 

(注) ・・・・・、「合併親法人」とは、合併法人との間に措置法令第25条の８第４項

に規定する関係がある法人をいう(以下同じ。）。 

  ・・・・・ 

・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

イ ・・・・・ 

  ・・・・・ 

ロ ・・・・・ 

  ・・・・・ 

なお、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第４条の３第２項第１号に規定する

無対価合併のうち、法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第12号の８に規定する適

格合併以外の合併が行われた場合の当該無対価合併後の合併法人の株式１株当たり

の取得価額は、・・・・・。 

⑶ ・・・・・。 

 

（廃 止） 

 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－公募株式等証券投資信託等の信託の併合

の場合） 

37の10－24の２ 措置法第37条の10第４項第１号の規定の適用に関しては、次の点に留意

する。 

⑴ 措置法第37条の10第４項第１号に規定する公募株式等証券投資信託等（以下この項

において「公募株式等証券投資信託等」という。）の信託の併合に当たり、同項の規

定により、公募株式等証券投資信託等の受益権（以下この項において「旧受益権」と

いう。）についての譲渡所得等に係る収入金額とみなされる金額及び当該収入金額か

ら控除すべき取得価額は、次の算式によって計算した金額となる。 

収入金額とみ
なされる金額 

＝ 
公募株式等証券投資信託等の信託の併合により交付を受けた
当該信託の併合に係る新たな信託の受益権（以下この項におい
て「新受益権」という。）及びそれ以外の資産の価額の合計額 

    取得価額 ＝ 旧受益権の従前の取得価額の合計額 

また、当該信託の併合により取得した新受益権の取得価額は、所得税法令第109条

第１項第５号の規定により、取得のために通常要する価額となる。 
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改     正     後 改     正     前 

⑵ 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における公募株式等証券投資信

託等の信託の併合により取得した新受益権の１口当たりの取得価額は、所得税法令第

112条第３項の規定により、次の算式によって計算した金額となる。 

取得した新受
益権１口当た
りの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

＋ 
旧受益権１口当
たりの新受益権
の取得費用 

÷ 
旧受益権１口に
ついて取得した
新受益権の口数 

       
 

（廃 止） 

 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－株式等証券投資信託等の信託の併合の場

合） 

37の10－24の３ 措置法第37条の10第４項第２号の規定の適用に関しては、次の点に留意

する。 

⑴ 措置法第37条の10第４項第２号に規定する株式等証券投資信託等（以下この項にお

いて「株式等証券投資信託等」という。）の信託の併合に当たり、同項の規定により、

株式等証券投資信託等の受益権（以下この項において「旧受益権」という。）につい

ての譲渡所得等に係る収入金額とみなされる金額及び当該収入金額から控除すべき

取得価額は、次の算式によって計算した金額となる。 

収入金額とみ
なされる金額 

＝ 

株式等証券投資信託等の信託の併合により交付を受けた当該信
託の併合に係る新たな信託の受益権（以下この項において「新
受益権」という。）及びそれ以外の資産の価額の合計額のうち当
該株式等証券投資信託等について信託されている金額に達する
までの金額 

取得価額 ＝ 旧受益権の従前の取得価額の合計額 

また、当該信託の併合により取得した新受益権の取得価額は、所得税法令第109条

第１項第５号の規定により、取得のために通常要する価額となる。 

⑵ 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における株式等証券投資信託等

の信託の併合により取得した新受益権の１口当たりの取得価額は、所得税法令第112

条第３項の規定により、次の算式によって計算した金額となる。 

取得した新受
益権１口当た
りの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

＋ 
旧受益権１口当
たりの新受益権
の取得費用 

÷ 
旧受益権１口に
ついて取得した
新受益権の口数 
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（一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の分割の場合） 

37の10－２ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・、分割法人の株式（以下この項において「旧株」という。）についての

一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる同項第２号に掲げる金額

（みなし配当額を除く。）及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、・・・・・。 

 ・・・・・ 

 (注) ・・・・・、「分割承継親法人」とは、分割承継法人との間に措置法令第25条の

８第６項に規定する関係がある法人をいう（以下同じ。）。 

 ・・・・・ 

 (注) ・・・・・、次により計算した割合（分割法人の所得税法第25条第１項第２号に

規定する分割型分割（以下⑴において「分割型分割」という。）の直前の法人税法

第２条第16号に規定する資本金等の額（以下この項及び37の10－３において「資本

金等の額」という。）又は同条第17号の２に規定する連結個別資本金等の額（以下

この項及び37の10－３において「連結個別資本金等の額」という。）が零以下であ

る場合には零と、・・・・・。 

純資産移転
割合 

＝ 

分割法人から分割承継法人に
移転した資産の帳簿価額（※１） 

－ 
分割法人から分割承継法人に
移転した負債の帳簿価額（※１） 

分割法人の資産の帳簿価額 

（※２） 
－ 

分割法人の負債（新株予約権
に係る義務を含む。）の帳簿価
額（※２） 

※１ ・・・・・。 

※２  ・・・・・。 

また、・・・・・、当該分割により取得した分割承継法人の株式又は分割承継親法

人の株式の取得価額は、所得税法令第109条第１項第５号の規定により、取得のため

に通常要する価額となる。 

・・・・・ 

⑵ ・・・・・、同条第１項から第３項までの規定により、それぞれ次の算式によって

計算した金額となる。 

イ ・・・・・ 

  ・・・・・ 

  ・・・・・ 

ロ ・・・・・ 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の分割の場合） 

37の10－25 ・・・・・。 

⑴ ・・・・・、分割法人の株式（以下この項において「旧株」という。）についての

譲渡所得等に係る収入金額とみなされる同項第２号に掲げる金額（みなし配当額を除

く。）及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、・・・・・。 

 ・・・・・  

(注) ・・・・・、「分割承継親法人」とは、分割承継法人との間に措置法令第25条の

８第５項に規定する関係がある法人をいう（以下同じ。）。 

・・・・・ 

       (注) ・・・・・、次により計算した割合（分割法人の所得税法第25条第１項第２号に

規定する分割型分割（以下⑴において「分割型分割」という。）の直前の法人税法

第２条第16号《定義》に規定する資本金等の額（以下この項及び37の10－26におい

て「資本金等の額」という。）又は同条第17号の２に規定する連結個別資本金等の

額（以下この項及び37の10－26において「連結個別資本金等の額」という。）が零

以下である場合には零と、・・・・・。 

純資産移転
割合 

＝ 

分割法人から分割承継法人に
移転した資産の帳簿価額（注１） 

－ 
分割法人から分割承継法人に
移転した負債の帳簿価額（注１） 

分割法人の資産の帳簿価額 

（注２） 
－ 

分割法人の負債（新株予約権
に係る義務を含む。）の帳簿価
額（注２） 

（注１） ・・・・・。 

（注２）  ・・・・・。 

また、・・・・・、当該分割により取得した分割承継法人の株式又は分割承継親法

人の株式の取得価額は、同令第109条第１項第５号の規定により、取得のために通常

要する価額となる。 

・・・・・ 

⑵ ・・・・・、所得税法令第113条第１項から第３項までの規定により、それぞれ次

の算式によって計算した金額となる。 

イ ・・・・・ 

  ・・・・・ 

  ・・・・・ 

ロ ・・・・・ 
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  ・・・・・ 

  ・・・・・ 

・・・・・。 

⑶ ・・・・・、その端数に応じて株主に金銭が交付された場合における同号の規定の

適用については、所基通57の４－１に準じて取り扱う。 

 

  ・・・・・ 

  ・・・・・ 

・・・・・。 

⑶ ・・・・・、その端数に応じて株主に金銭が交付された場合における措置法第37

条の10第３項第２号の規定の適用については、所基通57の４－１《一株に満たない数

の株式の譲渡等による代金が交付された場合の取扱い》に準じて取り扱う。 

 

（廃 止） 

 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－特定受益証券発行信託に係る信託の分割

の場合） 

37の10－25の２ 措置法第37条の10第４項第３号の規定の適用に関しては、次の点に留意

する。 

⑴ 特定受益証券発行信託に係る信託の分割に当たり、措置法第37条の10第４項の規定

により、特定受益証券信託の受益権（以下この項において「旧受益権」という。）に

ついての譲渡所得等に係る収入金額とみなされる同項第３号に掲げる金額及び当該

収入金額から控除すべき取得価額は、次の算式によって計算した金額となる。 

収入金額とみ
なされる金額 

＝ 

特定受益証券発行信託に係る信託の分割により交付を受けた
承継信託の受益権及びそれ以外の資産の価額の合計額のうち
当該特定受益証券発行信託について信託された金額に達する
までの金額 

(注) 「承継信託」とは、特定受益証券発行信託に係る信託の分割により受託者を同

一とする他の信託からその信託財産の一部の移転を受ける信託をいう（以下この

項において同じ。）。 

取得価額 ＝ 旧受益権の従前の取得価額の合計額 × 分割移転割合 

(注) 「分割移転割合」は、所得税法令第113条第６項に規定する割合で、次により計

算した割合（小数点以下３位未満の端数があるときは切上げ）をいう（以下この

項において同じ。）。 

分割移転
割合 

＝ 

分割信託（注１）から承継信託
に移転した資産の帳簿価額 

－ 
分割信託（注１）から承継信託
に移転した負債の帳簿価額 

分割信託の資産の帳簿価額
（注 2） 

－ 
分割信託の負債の帳簿価額
（注 2） 

（注１） 「分割信託」とは、特定受益証券発行信託に係る信託の分割によりその信
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託財産の一部を受託者を同一とする他の信託又は新たな信託の信託財産とし

て移転する信託をいう。 

（注 2） 信託の分割前に終了した計算期間のうち最も新しいものの終了の時による。 

また、当該特定受益証券発行信託に係る信託の分割があった日以後における旧受益

権１口当たりの取得価額は、所得税法令第113条第７項の規定により、次の算式によ

って計算した金額となり、また、当該特定受益証券発行信託に係る信託の分割により

取得した承継信託の受益権の取得価額は、同令第109条第１項第５号の規定により、

取得のために通常要する価額となる。 

特定受益証券発行信託に係
る信託の分割後の旧受益権
１口当たりの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

－ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 

 ⑵ 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における特定受益証券発行信託

に係る信託の分割があった日以後の旧受益権及び当該信託の分割により取得した承

継信託の受益権に係る１口当たりの取得価額は、所得税法令第113条第６項又は第７

項の規定により、それぞれ次の算式によって計算した金額となる。 

特定受益証券発行信託に係
る信託の分割後の旧受益権
１口当たりの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

－ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 

 

取得した承継信託
の受益権１口当た
りの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 

÷ 
旧受益権１口につい
て取得した承継信託
の受益権の口数 

 

＋ 
承継信託の受益権１口当たりの
承継信託の受益権の取得費用 

  
 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－資本の払戻し等の場

合） 

37の10－３ 措置法第37条の10第３項第３号に規定する「法人の資本の払戻し」又は「法

人の解散による残余財産の分配」（以下この項において「資本の払戻し等」という。）に

より金銭その他の資産（以下この項において「金銭等」という。）の交付を受けた場合

のその有していた資本の払戻し等を行った法人の株式（以下この項において「旧株」と

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－資本の払戻し等の場合） 

 

37の10－26 措置法第37条の10第３項第３号に規定する「法人の資本の払戻し」又は「法

人の解散による残余財産の分配」（以下この項において「資本の払戻し等」という。）に

より金銭その他の資産（以下この項において「金銭等」という。）の交付を受けた場合

のその有していた資本の払戻し等を行った法人の株式（以下この項において「旧株」と
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いう。）に係る一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる金額及び当該

収入金額から控除すべき取得価額は、・・・・・。 

・・・・・ 

・・・・・ 

(注) ・・・・・。  

純資産減少
割合      

＝ 

その法人の資本の払戻しにより減少した資本剰余金の額又は
その法人の解散による残余財産の分配により交付した金銭等
の価額の合計額 

その法人の資産
の帳簿価額(※)   

－ 
その法人の負債（新株予約権に係る
義務を含む。）の帳簿価額(※) 

※ ・・・・・。 

また、当該資本の払戻し等があった日以後における旧株１株当たりの取得価額は、所

得税法令第114条第１項《資本の払戻し等があった場合の株式等の取得価額》の規定に

より、次の算式によって計算した金額となる。 

・・・・・ 

 

いう。）に係る譲渡所得等の収入金額とみなされる収入金額及び当該収入金額から控除

すべき取得価額は、・・・・・。 

・・・・・ 

・・・・・ 

(注) ・・・・・。  

純資産減少
割合      

＝ 

その法人の資本の払戻しにより減少した資本剰余金の額又は
その法人の解散による残余財産の分配により交付した金銭等
の価額の合計額 

その法人の資産
の帳簿価額(注)   

－ 
その法人の負債（新株予約権に係る
義務を含む。）の帳簿価額(注) 

(注) ・・・・・。  

また、当該資本の払戻し等があった日以後における旧株１株当たりの取得価額は、同

令第114条第１項《資本の払戻し等があった場合の株式等の取得価額》の規定により、

次の算式によって計算した金額となる。 

・・・・・ 

 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－口数に定めがない出資

の払戻しの場合） 

37の10－４ ・・・・・、その有していた法人の出資（口数に定めがないものに限る。以

下この項において「所有出資」という。）の払戻しに係る一般株式等に係る譲渡所得等

に係る収入金額とみなされる金額及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、・・・・・。 

 ・・・・・ 

 ・・・・・ 

・・・・・。 

 ・・・・・ 

 

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－口数に定めがない出資の払戻しの場合） 

 

37の10－26の２ ・・・・・、その有していた法人の出資（口数に定めがないものに限る。

以下この項において「所有出資」という。）の払戻しに係る譲渡所得等の収入金額とみ

なされる収入金額及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、・・・・・。 

 ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・。 

 ・・・・・ 

 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の組織変更の場

合） 

37の10－５ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・、組織変更前の法人の株式又は出資（以下この項において「旧株」とい

う。）についての一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる同項第６

号に掲げる金額（みなし配当額を除く。）及び当該収入金額から控除すべき取得価額

（譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の組織変更の場合） 

 

37の10－26の３ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・、組織変更前の法人の株式又は出資（以下この項において「旧株」とい

う。）についての譲渡所得等に係る収入金額とみなされる同項第６号に掲げる金額（み

なし配当額を除く。）及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、・・・・・。 
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改     正     後 改     正     前 

は、・・・・・。 

 ・・・・・ 

・・・・・。 

⑵ ・・・・・、所得税法令第115条《組織変更があった場合の株式等の取得価額》の

規定により、次の算式によって計算した金額となる。 

  ・・・・・ 

 

 

 ・・・・・ 

・・・・・。 

⑵ ・・・・・、所得税法令第115条の規定により、次の算式によって計算した金額と

なる。 

 ・・・・・ 

 

（廃 止） 

 

（法人が自己の株式又は出資を個人から取得する場合の所得税法第59条の適用） 

37の10－27 法人がその株主等から措置法第37条の10第３項第４号の規定に該当する自

己の株式又は出資の取得を行う場合において、その株主等が個人であるときには、同項

の規定により、当該株主等が交付を受ける金銭等（みなし配当額を除く。）は株式等に

係る譲渡所得等の収入金額とみなされるが、この場合における所得税法第59条第１項第

２号の規定の適用については、次による。 

⑴ 同号の規定に該当するかどうかの判定 

法人が当該自己の株式又は出資を取得した時における当該自己の株式又は出資の

価額（以下この項において「当該自己株式等の時価」という。）に対して、当該株主

等に交付された金銭等の額が、同号に規定する著しく低い価額の対価であるかどうか

により判定する。 

⑵ 同号の規定に該当する場合の株式等に係る譲渡所得等の収入金額とされる金額 

当該自己株式等の時価に相当する金額から、みなし配当額に相当する金額を控除し

た金額による。 

(注) 「当該自己株式等の時価」は、所基通59－６により算定するものとする。 

 

（廃 止） （法人の自己の株式等の取得から除かれる措置法令第25条の８第８項第３号の「購入」） 

37の10－27の２ 措置法第37条の10第３項第４号に規定する「法人の自己の株式又は出資

の取得」から除かれることとされている措置法令第25条の８第８項第３号に規定する

「購入」とは、金融商品取引法第30条《認可》の規定により金融商品取引業者が内閣総

理大臣の認可を受けた私設取引システムにおける有価証券の売買の媒介、取次ぎ又は代

理をする場合におけるその売買（同法第２条第８項第10号ニに掲げる方法により売買価

格が決定されるものを除く。）による購入であることに留意する。 
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改     正     後 改     正     前 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－上場廃止特定受益証券

発行信託の信託の併合の場合） 

37の10－６ 措置法第37条の10第４項第１号の規定の適用に関しては、次の点に留意す

る。 

⑴ 措置法第37条の10第４項第１号に規定する上場廃止特定受益証券発行信託（以下こ

の項において「上場廃止特定受益証券発行信託」という。）の信託の併合に当たり、

同項の規定により、上場廃止特定受益証券発行信託の受益権（以下この項において「旧

受益権」という。）についての一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなさ

れる金額及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、次の算式によって計算した金

額となる。 

収入金額とみ
なされる金額 

＝ 
上場廃止特定受益証券発行信託の信託の併合により交付を受け
た当該信託の併合に係る新たな信託の受益権（以下この項にお
いて「新受益権」という。）及びそれ以外の資産の価額の合計額 

  取得価額 ＝ 旧受益権の従前の取得価額の合計額 

また、当該信託の併合により取得した新受益権の取得価額は、所得税法令第109条

第１項第５号の規定により、取得のために通常要する価額となる。 

⑵ 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における上場廃止特定受益証券

発行信託の信託の併合により取得した新受益権の１口当たりの取得価額は、所得税法

令第112条第３項の規定により、次の算式によって計算した金額となる。 

取得した新受
益権１口当た
りの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

＋ 
旧受益権１口当
たりの新受益権
の取得費用 

÷ 
旧受益権１口に
ついて取得した
新受益権の口数 

       
 

（新 設） 

 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－投資信託等の信託の併

合の場合） 

37の10－７ 措置法第37条の10第４項第２号の規定の適用に関しては、次の点に留意す

る。 

⑴ 措置法第37条の10第４項第２号に規定する投資信託等（以下この項において「投資

信託等」という。）の信託の併合に当たり、同項の規定により、投資信託等の受益権

で一般株式等に該当するもの（以下この項において「旧受益権」という。）について

の一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる金額及び当該収入金額

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

から控除すべき取得価額は、次の算式によって計算した金額となる。 

収入金額とみ
なされる金額 

＝ 

投資信託等の信託の併合により交付を受けた当該信託の併合に
係る新たな信託の受益権（以下この項において「新受益権」と
いう。）及びそれ以外の資産の価額の合計額のうち当該投資信託
等について信託されている金額に達するまでの金額 

取得価額 ＝ 旧受益権の従前の取得価額の合計額 

また、当該信託の併合により取得した新受益権の取得価額は、所得税法令第109条

第１項第５号の規定により、取得のために通常要する価額となる。 

⑵ 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における投資信託等の信託の併

合により取得した新受益権の１口当たりの取得価額は、所得税法令第112条第３項の

規定により、次の算式によって計算した金額となる。 

取得した新受
益権１口当た
りの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

＋ 
旧受益権１口当
たりの新受益権
の取得費用 

÷ 
旧受益権１口に
ついて取得した
新受益権の口数 

       
 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－特定受益証券発行信託

に係る信託の分割の場合） 

37の10－８ 措置法第37条の10第４項第３号の規定の適用に関しては、次の点に留意す

る。 

⑴ 特定受益証券発行信託に係る信託の分割に当たり、措置法第37条の10第４項の規定

により、特定受益証券発行信託の受益権で一般株式等に該当するもの（以下この項に

おいて「旧受益権」という。）についての一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金

額とみなされる同項第３号に掲げる金額及び当該収入金額から控除すべき取得価額

は、次の算式によって計算した金額となる。 

収入金額とみ
なされる金額 

＝ 

特定受益証券発行信託に係る信託の分割により交付を受けた
承継信託の受益権及びそれ以外の資産の価額の合計額のうち
当該特定受益証券発行信託について信託された金額に達する
までの金額 

(注) 「承継信託」とは、特定受益証券発行信託に係る信託の分割により受託者を同

一とする他の信託からその信託財産の一部の移転を受ける信託をいう（以下この

項において同じ。）。 

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

取得価額 ＝ 旧受益権の従前の取得価額の合計額 × 分割移転割合 

(注) 「分割移転割合」は、所得税法令第113条第６項に規定する割合で、次により計

算した割合（小数点以下３位未満の端数があるときは切上げ）をいう（以下この

項において同じ。）。 

分割移転
割合 

＝ 

分割信託（※１）から承継信託
に移転した資産の帳簿価額 

－ 
分割信託（※１）から承継信託
に移転した負債の帳簿価額 

分割信託の資産の帳簿価額
（※2） 

－ 
分割信託の負債の帳簿価額
（※2） 

※１ 「分割信託」とは、特定受益証券発行信託に係る信託の分割によりその信託

財産の一部を受託者を同一とする他の信託又は新たな信託の信託財産として移

転する信託をいう。 

※２ 信託の分割前に終了した計算期間のうち最も新しいものの終了の時による。 

また、当該特定受益証券発行信託に係る信託の分割があった日以後における旧受益

権１口当たりの取得価額は、所得税法令第113条第７項の規定により、次の算式によ

って計算した金額となり、また、当該特定受益証券発行信託に係る信託の分割により

取得した承継信託の受益権の取得価額は、所得税法令第109条第１項第５号の規定に

より、取得のために通常要する価額となる。 

特定受益証券発行信託に係
る信託の分割後の旧受益権
１口当たりの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

－ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 

 ⑵ 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における特定受益証券発行信託

に係る信託の分割があった日以後の旧受益権及び当該信託の分割により取得した承

継信託の受益権に係る１口当たりの取得価額は、所得税法令第113条第６項又は第７

項の規定により、それぞれ次の算式によって計算した金額となる。 

特定受益証券発行信託に係
る信託の分割後の旧受益権
１口当たりの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

－ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 
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改     正     後 改     正     前 

取得した承継信託
の受益権１口当た
りの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 

÷ 
旧受益権１口につい
て取得した承継信託
の受益権の口数 

 

＋ 
承継信託の受益権１口当たりの
承継信託の受益権の取得費用 

  
 

（廃 止） 

 

（合計所得金額等の計算） 

37の10－28 株式等に係る譲渡所得等の金額を有する場合における所得税に関する法令

の規定の適用に当たっては、次の事項に留意する。 

⑴ 所得税法第２条第１項第30号に規定する「合計所得金額」には、措置法第37条の10

第６項第１号の規定により株式等に係る譲渡所得等の金額が含まれ、所得税法令第11

条第２項及び第11条の２第２項に規定する「総所得金額、退職所得金額及び山林所得

金額の合計額」には、措置法令第25条の８第13項の規定により、株式等に係る譲渡所

得等の金額が含まれる。この場合の株式等に係る譲渡所得等の金額は、「特定投資株

式の取得に要した金額の控除等の特例」を適用した後の金額による。 

⑵ 所得税法第120条第１項本文に規定する「その年分の総所得金額、退職所得金額及

び山林所得金額の合計額」及び所得税法第121条第１項第１号に規定する「給与所得

及び退職所得以外の所得金額」には、株式等に係る譲渡所得等の金額が含まれる。こ

れらの場合の株式等に係る譲渡所得等の金額は、法令の規定により確定申告書の提出

又は確定申告書への記載若しくは明細書等の添付を要件として適用される特例を適

用しないで計算した金額による。 

 

（廃 止） 37の10－29 削除 

 

 

措置法第３７条の１１《上場株式等に係る譲渡所得等の

課税の特例》関係 
 

 

（新 設） 

（外国金融商品市場） 

37の11－１ 措置法令第25条の９第２項第２号に規定する「外国金融商品市場」とは、金

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する「取引所金融商品市場に類似する市場で

外国に所在するもの」をいうが、日本証券業協会の規則に基づき各証券会社が「適格外

国金融商品市場」としている市場は、これに該当することに留意する。 

(注) 「適格外国金融商品市場」とは、日本証券業協会の会員（証券会社）が、次の要

件を満たしており投資家保護上問題がないと判断する外国の取引所金融商品市場又

は外国の店頭市場をいう（外国証券の取引に関する規則（昭48.12.４）７①一、④）。 

① 取引証券の取引価格が入手可能であること。 

② 取引証券の発行者に関する財務諸表等の投資情報が入手可能であること。 

③ その市場を監督する監督官庁又はそれに準ずる機関が存在していること。 

④ 取引証券の購入代金、売却代金、果実等について送受金が可能であること。 

⑤ 取引証券の保管業務を行う機関があること。 

 

（公社債情報） 

37の11－２ 措置法第37条の11第２項第10号に規定する「金融商品取引所の規則に基づき

公表された公社債情報」とは、例えば、東京証券取引所が定める「特定上場有価証券に

関する有価証券上場規程の特例」第２条《定義》に掲げる「プログラム情報」が該当す

ることに留意する。 

 

（新 設） 

（国外において発行された公社債の意義） 

37の11－３ 措置法第37条の11第２項第11号に規定する「国外において発行された公社

債」とは、募集又は売出しが国外において行われた公社債をいい、外国通貨で表示され

ているものに限らないことに留意する。 

 

（新 設） 

（外国証券情報） 

37の11－４ 措置法令第25条の９第５項に規定する「外国証券情報」とは、証券情報等の

提供又は公表に関する内閣府令（平成20年内閣府令第78号）第12条《外国証券情報の内

容》に規定する情報のことをいうことに留意する。 

(注) 「外国証券情報」は、金融商品取引法第27条の32の２第１項《外国証券情報の提

供又は公表》の規定により、同項に規定する外国証券売出しにより有価証券を売り

付ける場合に公表を義務付けられた当該有価証券及び当該有価証券の発行者に関す

る情報であり、証券情報等の提供又は公表に関する内閣府令第12条において具体的

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

な内容が規定されている。 

 

（取得時から引き続き同一の金融商品取引業者等の営業所において保管の委託がされて

いない公社債） 

37の11－５ 措置法第37条の11第２項第11号イに規定する有価証券の売出しに応じて取

得した公社債又は同号ロに規定する売付け勧誘等に応じて取得した公社債であっても、

それらの取得時から引き続き当該有価証券の売出し又は当該売付け勧誘等（以下この項

において「有価証券の売出し等」という。）をした金融商品取引業者等の営業所におい

て保管の委託がされていないものについては、同号イ又はロに掲げる公社債には該当し

ないことに留意する。 

したがって、例えば、取引している金融商品取引業者等の変更等により、取得時から

引き続き有価証券の売出し等をした金融商品取引業者等の営業所において保管の委託

がされないこととなる公社債は、同号に掲げる公社債には該当しないこととなることに

留意する。ただし、同一の金融商品取引業者等の他の営業所に移管された公社債は、引

き続き有価証券の売出し等をした金融商品取引業者等の営業所において保管の委託が

されているものに該当することに留意する。 

 

（新 設） 

（平成27年12月31日以前に同族会社が発行した公社債の取扱い） 

37の11－６ 措置法第37条の11第２項第14号に掲げる平成27年12月31日以前に発行され

た公社債の取扱いについては、次の点に留意する。 

⑴ 措置法第37条の11第２項第14号括弧書の公社債（その発行時において同族会社（法

人税法第２条第10号に規定する同族会社をいう。以下この項において同じ。）に該当

する会社が発行したものをいう。以下この項において同じ。） 

当該公社債の譲渡又は元本の償還（買入れの方法による償還を含む。以下この項に

おいて同じ。）の日において、当該会社が同族会社に該当しないこととなっている場

合であっても、措置法第37条の11第２項第14号括弧書の公社債に該当する。 

(注) 措置法第37条の11第２項第14号括弧書の公社債であっても、同項第１号から第

13号までのいずれかに該当する場合には、上場株式等に該当する。 

⑵ 措置法第37条の11第２項第14号括弧書の公社債が同項第１号から第13号までのい

ずれにも該当せず、一般株式等に該当する場合において、当該公社債の元本の償還に

より金銭等の交付を受けるとき 

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

その償還の日においてその交付を受ける者が措置法第37条の10第３項第７号括弧

書の規定に該当する者である場合は、同号の規定により、一般株式等に係る譲渡所得

等に係る収入金額とみなされない。 

(注) 措置法第37条の11第２項第14号括弧書の公社債に限らず、特定公社債（措置法

第３条第１項第１号に規定する特定公社債をいう。）以外の公社債の元本の償還に

より交付を受ける金銭等の額が措置法第37条の10第３項第７号の規定により一般

株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされない場合のその交付を受ける

金銭等の額は、総合課税の雑所得に係る収入金額となる。 

 

（信用取引等に係る譲渡益の計算） 

37の11－７ 上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算に当たり、信用取引等の方法によ

り上場株式等の買付け又は売付けを行った者が、当該信用取引等に関し、金融商品取引

業者に支払う又は金融商品取引業者から支払を受ける次のものについては、それぞれ次

に掲げるところによることに留意する。 

⑴ 買付けを行った者が金融商品取引業者に支払う買委託手数料、委託手数料等に係る

消費税及び地方消費税、名義書換料並びに金利に相当する額は、当該信用取引等に伴

い直接要した費用の額に算入する。 

⑵ 買付けを行った者が金融商品取引業者から支払を受ける品貸料の額は、上場株式等

の譲渡に係る収入金額に算入する。 

⑶ 売付けを行った者が金融商品取引業者から支払を受ける金利に相当する額は、上場

株式等の譲渡に係る収入金額に算入する。 

⑷ 売付けを行った者が金融商品取引業者に支払う売委託手数料、委託手数料等に係る

消費税及び地方消費税並びに品貸料の額は、当該信用取引等に伴い直接要した費用の

額に算入する。 

⑸ 買付けを行った者が金融商品取引業者から支払を受ける配当落調整額及び権利処

理価額に相当する額は、買付けに係る上場株式等の取得価額から控除し、売付けを行

った者が金融商品取引業者に支払う配当落調整額及び権利処理価額に相当する額は、

上場株式等の譲渡に係る収入金額から控除する。 

(注) 「配当落調整額」とは、信用取引等に係る株式につき配当が付与された場合に

おいて、金融商品取引業者が売付けを行った者から徴収し又は買付けを行った者

に支払う当該配当に相当する金銭の額をいい、「権利処理価額」とは、信用取引等

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

に係る株式につき、株式分割、株式無償割当て及び会社分割による株式を受ける

権利、新株予約権（新投資口予約権を含む。）又は新株予約権の割当てを受ける権

利が付与された場合において、金融商品取引業者が売付けを行った者から徴収し

又は買付けを行った者に支払うこれらの権利の価額に相当する金銭の額をいう。 

 

（信用取引等の決済の日後に授受される配当落調整額） 

37の11－８ 上場株式等に係る譲渡所得等の金額を計算する場合において、信用取引等の

決済の日後に配当落調整額の授受が行われた場合は、その授受が行われた金額をその授

受が行われた年の総収入金額又は必要経費に算入することに留意する。 

 

（新 設） 

（信用取引において現渡しの方法により決済を行った場合の所得計算） 

37の11－９ 金融商品取引法第156条の24第１項の規定による信用取引の方法により上場

株式等の売付けを行った場合において、いわゆる現渡しの方法により決済を行ったとき

の上場株式等に係る譲渡所得等の金額は、当該売付けの際の約定金額により、当該現渡

しをした時に、当該現渡しをした上場株式等を譲渡したものとして計算するのであるか

ら留意する。この場合において、当該上場株式等に係る取得価額は、当該現渡しをした

上場株式等の取得に要した金額により、また、その取得の日は当該現渡しをした上場株

式等及びそれと同一銘柄の上場株式等のうち先に取得したものから順次譲渡をしたも

のとした場合に当該譲渡をしたものとされる当該現渡しをした上場株式等の取得の日

による。 

 

（新 設） 

（金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げる取引による権利の行使又は義務の履行

により取得した上場株式等の取得価額） 

37の11－10 金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げる取引による権利の行使又は

義務の履行により取得した上場株式等の取得価額は、次の区分ごとにそれぞれに掲げる

ところによる。 

⑴ いわゆるコールオプションの買方が当該オプションの権利の行使により取得をし

た場合 

当該オプションの権利の行使により支出した金額及び一連の取引に関連して支出

した委託手数料（当該委託手数料に係る消費税及び地方消費税を含む。）の合計額に

支払オプション料を加算した金額 

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

⑵ いわゆるプットオプションの売方が当該オプションの義務の履行により取得をし

た場合 

当該オプションの義務の履行により支出した金額及び一連の取引に関連して支出

した委託手数料（当該委託手数料に係る消費税及び地方消費税を含む。）の合計額か

ら受取オプション料を控除した金額 

 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－法人の合併の場合等） 

37の11－11 37の10－１から37の10－５までの取扱いは、措置法第37条の11第３項の規定

により上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる場合について準用す

る。 

 

（新 設） 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－投資信託等の信託の併

合の場合） 

37の11－12 措置法第37条の11第４項第１号の規定の適用に関しては、次の点に留意す

る。 

⑴ 措置法第37条の11第４項第１号に規定する投資信託等（以下この項において「投資

信託等」という。）の信託の併合に当たり、同項の規定により、投資信託等の受益権

で上場株式等に該当するもの（以下この項において「旧受益権」という。）について

の上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる金額及び当該収入金額

から控除すべき取得価額は、次の算式によって計算した金額となる。 

収入金額とみ
なされる金額 

＝ 
投資信託等の信託の併合により交付を受けた当該信託の併合に
係る新たな信託の受益権（以下この項において「新受益権」と
いう。）及びそれ以外の資産の価額の合計額 

  取得価額 ＝ 旧受益権の従前の取得価額の合計額 

また、当該信託の併合により取得した新受益権の取得価額は、所得税法令第109条

第１項第５号の規定により、取得のために通常要する価額となる。 

⑵ 措置法第37条の11第４項の規定の適用がない場合における投資信託等の信託の併

合により取得した新受益権の１口当たりの取得価額は、所得税法令第112条第３項の

規定により、次の算式によって計算した金額となる。 

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

取得した新受
益権１口当た
りの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

＋ 
旧受益権１口当
たりの新受益権
の取得費用 

÷ 
旧受益権１口に
ついて取得した
新受益権の口数 

       
 

（上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなす金額等－特定受益証券発行信託

に係る信託の分割の場合） 

37の11－13 措置法第37条の11第４項第２号の規定の適用に関しては、次の点に留意す

る。 

⑴ 特定受益証券発行信託に係る信託の分割に当たり、措置法第37条の11第４項の規定

により、特定受益証券発行信託の受益権で上場株式等に該当するもの（以下この項に

おいて「旧受益権」という。）についての上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金

額とみなされる同項第２号に掲げる金額及び当該収入金額から控除すべき取得価額

は、次の算式によって計算した金額となる。 

収入金額とみ
なされる金額 

＝ 
特定受益証券発行信託に係る信託の分割により交付を受けた
承継信託の受益権及びそれ以外の資産の価額の合計額 

(注) 「承継信託」とは、特定受益証券発行信託に係る信託の分割により受託者を同

一とする他の信託からその信託財産の一部の移転を受ける信託をいう（以下この

項において同じ。）。 

取得価額 ＝ 旧受益権の従前の取得価額の合計額 × 分割移転割合 

(注) 「分割移転割合」は、所得税法令第113条第６項に規定する割合で、次により計

算した割合（小数点以下３位未満の端数があるときは切上げ）をいう（以下この

項において同じ。）。 

分割移転
割合 

＝ 

分割信託（※１）から承継信託
に移転した資産の帳簿価額 

－ 
分割信託（※１）から承継信託
に移転した負債の帳簿価額 

分割信託の資産の帳簿価額
（※2） 

－ 
分割信託の負債の帳簿価額
（※2） 

※１ 「分割信託」とは、特定受益証券発行信託に係る信託の分割によりその信託

財産の一部を受託者を同一とする他の信託又は新たな信託の信託財産として移

転する信託をいう。 

※２ 信託の分割前に終了した計算期間のうち最も新しいものの終了の時による。 

また、当該特定受益証券発行信託に係る信託の分割があった日以後における旧受益

（新 設） 
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改     正     後 改     正     前 

権１口当たりの取得価額は、所得税法令第113条第７項の規定により、次の算式によ

って計算した金額となり、また、当該特定受益証券発行信託に係る信託の分割により

取得した承継信託の受益権の取得価額は、所得税法令第109条第１項第５号の規定に

より、取得のために通常要する価額となる。 

特定受益証券発行信託に係
る信託の分割後の旧受益権
１口当たりの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

－ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 

 ⑵ 措置法第37条の11第４項の規定の適用がない場合における特定受益証券発行信託

に係る信託の分割があった日以後の旧受益権及び当該信託の分割により取得した承

継信託の受益権に係る１口当たりの取得価額は、所得税法令第113条第６項又は第７

項の規定により、それぞれ次の算式によって計算した金額となる。 

特定受益証券発行信託に係
る信託の分割後の旧受益権
１口当たりの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

－ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 

 

取得した承継信託
の受益権１口当た
りの取得価額 

＝ 
旧受益権１
口の従前の
取得価額 

× 
分割移転
割合 

÷ 
旧受益権１口につい
て取得した承継信託
の受益権の口数 

 

＋ 
承継信託の受益権１口当たりの
承継信託の受益権の取得費用 

  
 

 

措置法第３７条の１１の２《特定管理株式等が価値を失

った場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例》関係 
 

 

措置法第３７条の１０の２《特定管理株式等が価値を失

った場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例》関係 

（非課税口座から移管された株式のうち特定管理株式等とならないもの） 

37の11の２－１ 措置法第37条の11の２第１項に規定する特定管理株式等（以下この項及

び37の11の２－３において「特定管理株式等」という。）の対象となる特定口座内保管

上場株式等からは、次の上場株式等が除かれることに留意する。 

なお、・・・・・当該特定口座に当該上場株式等と同一銘柄の特定口座内保管上場株

（非課税口座から移管された株式のうち特定管理株式とならないもの） 

37の10の２－１ 措置法第37条の10の２第１項に規定する特定管理株式（以下この項及び

次項において「特定管理株式」という。）の対象となる特定口座内保管上場株式等から

は、次の上場株式等が除かれることに留意する。 

なお、・・・・・当該特定口座に当該上場株式等と同一銘柄の特定口座内保管上場株
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改     正     後 改     正     前 

式等があるときには、特定管理株式等の売上原価の額又は取得費の額は、所得税法令第

108条第１項《有価証券の法定評価方法》又は第118条の規定に基づいて計算した金額と

なることに留意する。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ 非課税口座内上場株式等のうち、措置法規則第18条の10第１項第１号に規定する認

可金融商品取引業協会の定める規則に基づき、同号に掲げる店頭管理銘柄株式として

指定されている期間内に、当該非課税口座内上場株式等に係る非課税口座から特定口

座に移管がされたもの 

(注) ・・・・・。 

 

式等があるときには、特定管理株式の売上原価の額又は取得費の額は、所得税法令第108

条第１項《有価証券の法定評価方法》又は第118条《譲渡所得の基因となる有価証券の

取得費等》の規定に基づいて計算した金額となることに留意する。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ 非課税口座内上場株式等のうち、措置法規則第18条の11第４項第１号に規定する認

可金融商品取引業協会の定める規則に基づき、同号に掲げる店頭管理銘柄株式として

指定されている期間内に、当該非課税口座内上場株式等に係る非課税口座から特定口

座に移管がされたもの 

(注) ・・・・・。 

 

（特定管理株式等が価値を失った場合の特例の適用） 

37の11の２－２ 措置法第37条の11の２第１項の規定は、同条第３項の規定により、同条

第１項に規定する事実が発生した日の属する年分の確定申告書に、同項の規定の適用を

受けようとする旨を記載し、かつ、同項に規定する損失の金額の計算に関する明細書及

び措置法規則第18条の10の２第５項に規定する書類の添付がある場合に限り、適用する

ことに留意する。 

 

（新 設） 

（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に関する取扱いの準用） 

37の11の２－３ 特定管理株式等、措置法第37条の11の２第１項に規定する特定保有株式

又は同項に規定する特定口座内公社債の譲渡による譲渡所得等の金額の計算等につい

ては、37の10・37の11共－１から37の10・37の11共－５まで、37の10・37の11共－10、

37の10・37の11共－18、37の10・37の11共－24、37の10－１から37の10－３まで及び37

の10－５の取扱いを準用する。 

 

（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に関する取扱いの準用） 

37の10の２－２ 特定管理株式又は措置法第37条の10の２第１項に規定する特定保有株

式の譲渡による譲渡所得等の金額の計算等については、37の10－１から37の10－４ま

で、37の10－10、37の10－19、37の10－24から37の10－26の３まで及び37の10－28の取

扱いを準用する。 

 

 

 

措置法第３７条の１１の３《特定口座内保管上場株式
等の譲渡等に係る所得計算等の特例》関係 

 

 

措置法第３７条の１１の３《特定口座内保管上場株式
等の譲渡等に係る所得計算等の特例》関係 

 

（削 除） （外国金融商品市場） 

37の11の３－２ 措置法令第25条の10の２第５項第２号に規定する「外国金融商品市場」

とは、金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する「取引所金融商品市場に類似す
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改     正     後 改     正     前 

る市場で外国に所在するもの」をいうが、日本証券業協会の規則に基づき各証券会社が

「適格外国金融商品市場」としている市場は、これに該当することに留意する。 

(注) 「適格外国金融商品市場」とは、日本証券業協会の会員（証券会社）が、次の要

件を満たしており投資家保護上問題がないと判断する外国の取引所金融商品市場又

は外国の店頭市場をいう（外国証券の取引に関する規則（昭48.12.4）７①一、④）。 

① 取引証券の取引価格が入手可能であること。 

② 取引証券の発行者に関する財務諸表等の投資情報が入手可能であること。 

③ その市場を監督する監督官庁又はそれに準ずる機関が存在していること。 

④ 取引証券の購入代金、売却代金、果実等について送受金が可能であること。 

⑤ 取引証券の保管業務を行う機関があること。 

 

（株式無償割当てにより取得した上場株式等を特定口座に受入れる場合の「取得をした

日」） 

37の11の３－４ 措置法令第25条の10の２第14項第６号に規定する株式無償割当てによ

り取得した上場株式等を特定口座に受け入れる場合において、当該上場株式等（当該株

式無償割当ての基因となった株式等と異なる種類のものを除く。以下この項において同

じ。）が次に掲げるものであるときは、37の10・37の11共－18にかかわらず、当該株式

無償割当ての効力を生ずる日をもって当該上場株式等の「取得をした日」としても差し

支えない。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

 

（株式無償割当てにより取得した上場株式等を特定口座に受入れる場合の「取得をした

日」） 

37の11の３－４ 措置法令第25条の10の２第15項第６号に規定する株式無償割当てによ

り取得した上場株式等を特定口座に受け入れる場合において、当該上場株式等（当該株

式無償割当ての基因となった株式等と異なる種類のものを除く。以下この項において同

じ。）が次に掲げるものであるときは、37の10－19にかかわらず、当該株式無償割当て

の効力を生ずる日をもって当該上場株式等の「取得をした日」としても差し支えない。 

 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

 

（貸付契約に基づいて返還された上場株式等の取得価額等） 

37の11の３－５ 措置法令第25条の10の２第14項第16号に規定する当該貸付契約に基づ

き返還される上場株式等を、・・・・・、同条第25項の規定の適用はなく、当該同一銘

柄の上場株式等の取得価額の計算には影響しないことに留意する。 

 

（貸付契約に基づいて返還された上場株式等の取得価額等） 

37の11の３－５ 措置法令第25条の10の２第15項第16号に規定する当該貸付契約に基づ

き返還される上場株式等を、・・・・・、同条第26項の規定の適用はなく、当該同一銘

柄の上場株式等の取得価額の計算には影響しないことに留意する。 

 

（取引所売買株式等） 

37の11の３－６ 措置法規則第18条の11第22項第１号に掲げる「取引所売買株式等」と

は、・・・・・。 

 

（取引所売買株式等） 

37の11の３－６ 措置法規則第18条の11第23項第１号に規定する「取引所売買株式等」と

は、・・・・・。 
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改     正     後 改     正     前 

（最終の気配相場の価格） 

37の11の３－７ 措置法規則第18条の11第22項第１号から第３号までに規定する「最終の

気配相場の価格」は、・・・・・。 

 

（最終の気配相場の価格） 

37の11の３－７ 措置法規則第18条の11第23項第１号から第３号までに規定する「最終の

気配相場の価格」は、・・・・・。 

 

（２以上の市場に価格が存する場合） 

37の11の３－８ 措置法規則第18条の11第22項第１号又は第３号の同一の区分に属する

同一銘柄の上場株式等について、・・・・・。 

 

（２以上の市場に価格が存する場合） 

37の11の３－８ 措置法規則第18条の11第23項第１号又は第３号の同一の区分に属する

同一銘柄の上場株式等について、・・・・・。 

 

（価格公表者） 

37の11の３－９ 措置法規則第18条の11第22項第３号に規定する「価格公表者」は、・・・・・。 

 

（価格公表者） 

37の11の３－９ 措置法規則第18条の11第23項第３号に規定する「価格公表者」は、・・・・・。 

 

（その他価格公表株式等の最終の売買の価格等） 

37の11の３－10 措置法規則第18条の11第22項第３号に規定する「その他価格公表株式等

の最終の売買の価格」又は「最終の気配相場の価格」とは、・・・・・。 

⑴ 公正価格を提供するため複数の店頭市場の情報を集計し、提供することを目的とし

て組織化された業界団体が公表した当該取得の日における最終の売買の価格又は最

終の気配相場の価格（新株予約権付社債以外の公社債については、日本証券業協会が

公表する公社債店頭売買参考統計値の平均値又は中央値を含む。） 

⑵ ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

（その他価格公表株式等の最終の売買の価格等） 

37の11の３－10 措置法規則第18条の11第23項第３号に規定する「その他価格公表株式等

の最終の売買の価格」又は「最終の気配相場の価格」とは、・・・・・。 

⑴ 公正価格を提供するため複数の店頭市場の情報を集計し、提供することを目的とし

て組織化された業界団体が公表した当該取得の日における最終の売買の価格又は最

終の気配相場の価格 

 

⑵ ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

 

（一株に満たない端数の処理） 

37の11の３－11 措置法令第25条の10の２第14項第12号及び第18号から第21号までに規

定する事由により取得し、又は割当てを受ける上場株式等の全てを特定口座に受け入れ

る際に、・・・・・、又は割当てを受ける上場株式等の全てには当該端数に相当する部

分が含まれることに留意する。 

したがって、・・・・・、取得費等の額の計算及び所有期間の判定並びに同条第９項

第１号に規定する書面等による通知を行うことに留意する。 

 

（一株に満たない端数の処理） 

37の11の３－11 措置法令第25条の10の２第15項第12号及び第18号から第21号までに規

定する事由により取得し、又は割当てを受ける上場株式等の全てを特定口座に受け入れ

る際に、・・・・・、又は割当を受ける上場株式等の全てには当該端数に相当する部分

が含まれることに留意する。 

したがって、・・・・・、取得費等の額の計算及び所有期間の判定並びに同条第10項

第１号に規定する書面等による通知を行うことに留意する。 

 

（特定口座内保管上場株式等を払い出した場合） 

37の11の３－12 措置法令第25条の10の２第25項に規定する「特定口座内保管上場株式等

（特定口座内保管上場株式等を払い出した場合） 

37の11の３－12 措置法令第25条の10の２第26項に規定する「特定口座内保管上場株式等

-55-



 

 

改     正     後 改     正     前 

の全部又は一部の払出し」とは、・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

(注) ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

 

の全部又は一部の払出し」とは、・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

(注) ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

 

（特定口座以外の上場株式等に係る譲渡所得等の金額との合計） 

37の11の３－13 措置法第37条の11の３第１項に規定する特定口座内保管上場株式等の

譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金額若しくは雑所得の金額(次項において「特

定口座内保管上場株式等の譲渡による譲渡所得等の金額」という。)又は同条第２項に

規定する信用取引等に係る上場株式等の譲渡による事業所得の金額若しくは雑所得の

金額(次項において「信用取引等に係る上場株式等の譲渡による雑所得等の金額」とい

う。)と特定口座以外における上場株式等に係る譲渡所得等の金額との合計は次の順序

により行う。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ⑴により合計された年間取引損益の各欄の金額について、特定口座以外の上場株式

等に係る譲渡所得等の金額と合計する。 

 

（特定口座以外の株式等に係る譲渡所得等の金額との合計） 

37の11の３－13 措置法第37条の11の３第１項に規定する特定口座内保管上場株式等の

譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金額若しくは雑所得の金額(次項において「特

定口座内保管上場株式等の譲渡による譲渡所得等の金額」という。)又は同条第２項に

規定する信用取引等に係る上場株式等の譲渡による事業所得の金額若しくは雑所得の

金額(次項において「信用取引等に係る上場株式等の譲渡による雑所得等の金額」とい

う。)と特定口座以外における株式等に係る譲渡所得等の金額との合計は次の順序によ

り行う。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ 上記⑴により合計された年間取引損益の各欄の金額について、特定口座以外の株式

等に係る譲渡所得等の金額と合計する。 

 

（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に関する取扱い等の準用） 

37の11の３－14 特定口座内保管上場株式等の譲渡による譲渡所得等の金額の計算、信用

取引等（措置法第37条の11の３第２項に規定する信用取引又は発行日取引をいう。以下

37の11の４－１において同じ。）に係る上場株式等の譲渡による雑所得等の金額の計算

等については、37の10・37の11共－１から37の10・37の11共－12まで、37の10・37の11

共－14、37の10・37の11共－18から37の10・37の11共－21まで、37の10・37の11共－24、

37の11－１から37の11－13まで及び37の12の２－１の取扱いを準用する。 

 

（株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に関する取扱い等の準用） 

37の11の３－14 特定口座内保管上場株式等の譲渡による譲渡所得等の金額の計算、信用

取引等（措置法第37条の11の３第２項に規定する信用取引又は発行日取引をいう。以下

37の11の４－１において同じ。）に係る上場株式等の譲渡による雑所得等の金額の計算

等については、37の10－１から37の10－13まで、37の10－15、37の10－19、37の10－23

から37の10－26の３まで、37の10－28及び37の12の２－１の取扱いを準用する。 

 

 

 

措置法第３７条の１１の５《確定申告を要しない上場
株式等の譲渡による所得》関係 

 

 

措置法第３７条の１１の５《確定申告を要しない上場
株式等の譲渡による所得》関係 

 

（源泉徴収選択口座において生じた所得の金額等を申告する場合の計算） 

37の11の５－３ 源泉徴収選択口座において生じた所得又は損失の金額を申告する場合

（源泉徴収選択口座において生じた所得の金額等を申告する場合の計算） 

37の11の５－３ 源泉徴収選択口座において生じた所得又は損失の金額を申告する場合
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改     正     後 改     正     前 

の上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算は次の順序により行う。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

⑶ 最後に、⑵により合計された年間取引損益の各欄の金額について、特定口座以外の

上場株式等に係る譲渡所得等の金額と合計する。 

 

の株式等に係る譲渡所得等の金額の計算は次の順序により行う。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

⑶ 最後に、上記⑵により合計された年間取引損益の各欄の金額について、特定口座以

外の株式等に係る譲渡所得等の金額と合計する。 

 

（源泉徴収選択口座において生じた所得の金額等を申告した場合の効果） 

37の11の５－４ 源泉徴収選択口座において生じた所得又は損失の金額を上場株式等に

係る譲渡所得等の金額に算入したところにより確定申告書を提出した場合には、・・・ 

・・、当該所得又は損失の金額を当該上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上除外

することはできないことに留意する。 

 

（源泉徴収選択口座において生じた所得の金額等を申告した場合の効果） 

37の11の５－４ 源泉徴収選択口座において生じた所得又は損失の金額を株式等に係る

譲渡所得等の金額に算入したところにより確定申告書を提出した場合には、・・・・・、

当該所得又は損失の金額を当該株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上除外すること

はできないことに留意する。 

 

 

措置法第３７条の１１の６《源泉徴収選択口座内配当
等に係る所得計算及び源泉徴収等の特例》関係 

 

 

措置法第３７条の１１の６《源泉徴収選択口座内配当
等に係る所得計算及び源泉徴収等の特例》関係 

 

（源泉徴収選択口座内配当等の収入すべき時期） 

37の11の６－２ 源泉徴収選択口座内配当等については、その利子所得及び配当所得の収

入金額の収入すべき時期は、当該源泉徴収選択口座内配当等に係る源泉徴収選択口座が

開設されている金融商品取引業者等（措置法第37条の11の６第８項に規定する金融商品

取引業者等をいう。）から交付を受けた日となることに留意する。 

 

（源泉徴収選択口座内配当等の収入すべき時期） 

37の11の６－２ 源泉徴収選択口座内配当等については、その配当所得の収入金額の収入

すべき時期は、当該源泉徴収選択口座内配当等に係る源泉徴収口座が開設されている金

融商品取引業者等（措置法第37条の11の６第８項に規定する金融商品取引業者等をい

う。）から交付を受けた日となることに留意する。 

 

措置法第３７条の１２《恒久的施設を有しない非居住
者の株式等の譲渡に係る国内源泉所得に対する課税の
特例》関係 

 

 

措置法第３７条の１２《恒久的施設を有しない非居住
者の株式等の譲渡に係る国内源泉所得に対する課税の
特例》関係 

 

（１株当たりの取得価額等の計算） 

37の12－１ 措置法第37条の12第１項から第４項までの規定の適用を受ける所得に係る

１株当たりの取得価額等の取扱いについては、37の10・37の11共－１から37の10・37

の11共－24まで、37の10－１から37の10－８まで及び37の11－１から37の11－13までの

（１株当たりの取得価額等の計算） 

37の12－１ 措置法第37条の12第１項の規定の適用を受ける所得に係る１株当たりの取

得価額等の取扱いについては、37の10－１から37の10－28までの取扱いを準用する。 
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改     正     後 改     正     前 

取扱いを準用する。 

 

 

 

 

措置法第３７条の１２の２《上場株式等に係る譲渡損
失の損益通算及び繰越控除》関係 

 

 

措置法第３７条の１２の２《上場株式等に係る譲渡損
失の損益通算及び繰越控除》関係 

 

（上場株式等に係る配当所得等の金額の意義） 

37の12の２－２ 措置法第37条の12の２第２項に規定する上場株式等に係る譲渡損失の

金額を控除することができる「上場株式等に係る配当所得等の金額」とは、「上場株式

等に係る配当所得等の申告分離課税の特例」を選択したもののみをいうことに留意す

る。 

また、同条第６項に規定する上場株式等に係る譲渡損失の金額（以下37の12の２－６

までにおいて「上場株式等に係る譲渡損失の金額」という。）を控除することができる

「上場株式等に係る配当所得等の金額」についても同様である。 

 

（上場株式等に係る配当所得の金額の意義） 

37の12の２－２ 措置法第37条の12の２第２項に規定する上場株式等に係る譲渡損失の

金額を控除することができる「上場株式等に係る配当所得の金額」とは、「上場株式等

に係る配当所得の申告分離課税の特例」を選択したもののみをいうことに留意する。 

また、同条第７項に規定する上場株式等に係る譲渡損失の金額（以下37の12の２－６

までにおいて「上場株式等に係る譲渡損失の金額」という。）を控除することができる

「上場株式等に係る配当所得の金額」についても同様である。 

 

（削 除） （特定株式に係る譲渡損失の金額もある場合の繰越控除） 

37の12の２－３ 上場株式等に係る譲渡損失の金額は、措置法令第25条の11の２第９項及

び第10項の規定により計算し、措置法第37条の13の２第４項に規定する特定株式に係る

譲渡損失の金額（以下この項において「特定株式に係る譲渡損失の金額」という。）は、

措置法令第25条の12の２第８項から第10項までの規定により計算するが、同一年中に上

場株式等に係る譲渡損失の金額と特定株式に係る譲渡損失の金額が生じた場合におけ

るその年の株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額として翌年に繰

り越す損失の金額については、措置法令第25条の11の２第９項、第10項及び第25条の12

の２第９項の規定により上場株式等に係る譲渡損失の金額を優先することに留意する。 

なお、繰り越された上場株式等に係る譲渡損失の金額と特定株式に係る譲渡損失の金

額のうちに、同一年中に生じた譲渡損失の金額がある場合には、措置法令第25条の11

の２第８項第２号の規定により、まず特定株式に係る譲渡損失の金額から控除すること

に留意する。 

 

（上場株式等に係る配当所得等の金額もある場合の繰越控除の順序） 

37の12の２－４ 前年以前３年内の一の年において生じた上場株式等に係る譲渡損失の

（上場株式等に係る配当所得の金額もある場合の繰越控除の順序） 

37の12の２－４ 前年以前３年内の一の年において生じた上場株式等に係る譲渡損失の
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改     正     後 改     正     前 

金額の控除をする場合において、その年分の上場株式等に係る譲渡所得等の金額（特定

投資株式の取得に要した金額の控除等又は特定投資株式に係る譲渡損失の損益の計算

若しくは特定投資株式に係る譲渡損失の繰越控除の適用がある場合にはその適用後の

金額）及び上場株式等に係る配当所得等の金額があるときは、当該上場株式等に係る譲

渡損失の金額は、措置法令第25条の11の２第８項第２号の規定により、まず当該上場株

式等に係る譲渡所得等の金額から控除し、なお控除しきれない損失の金額があるとき

は、当該上場株式等に係る配当所得等の金額から控除することに留意する。 

 

金額の控除をする場合において、その年分の株式等に係る譲渡所得等の金額（特定投資

株式に係る譲渡損失の繰越控除の適用がある場合にはその適用後の金額）及び上場株式

等に係る配当所得の金額があるときは、当該上場株式等に係る譲渡損失の金額は、措置

法令第25条の11の２第８項第２号の規定により、まず当該株式等に係る譲渡所得等の金

額から控除し、なお控除しきれない損失の金額があるときは、当該上場株式等に係る配

当所得の金額から控除することに留意する。 

（更正の請求による更正により上場株式等に係る譲渡損失の金額があることとなった場

合） 

37の12の２－５ 措置法第37条の12の２第７項に規定する「上場株式等に係る譲渡損失の

金額が生じた年分の所得税につき当該上場株式等に係る譲渡損失の金額の計算に関す

る明細書その他の財務省令で定める書類の添付がある確定申告書を提出」した場合に

は、・・・・・、新たに上場株式等に係る譲渡損失の金額があることとなった場合も含

まれるものとする。 

 

（更正の請求による更正により上場株式等に係る譲渡損失の金額があることとなった場

合） 

37の12の２－５ 措置法第37条の12の２第８項に規定する「上場株式等に係る譲渡損失の

金額が生じた年分の所得税につき当該上場株式等に係る譲渡損失の金額の計算に関す

る明細書その他の財務省令で定める書類の添付がある確定申告書を提出」した場合に

は、・・・・・、新たに措置法第37条の12の２第７項に規定する上場株式等に係る譲渡

損失の金額があることとなった場合も含まれるものとする。 

 

（更正により上場株式等に係る譲渡損失の金額が増加した場合） 

37の12の２－６ 上場株式等に係る譲渡損失の金額が生じた年分の所得税につき措置法

第37条の12の２第７項の明細書等の添付がある確定申告書を提出した場合におい

て、・・・・・、その更正後の金額を基として同条第５項の規定を適用する。 

 

（更正により上場株式等に係る譲渡損失の金額が増加した場合） 

37の12の２－６ 上場株式等に係る譲渡損失の金額が生じた年分の所得税につき措置法

第37条の12の２第８項の明細書等の添付がある確定申告書を提出した場合におい

て、・・・・・、その更正後の金額を基として同条第６項の規定を適用する。 

 

 

措置法第３７条の１３《特定中小会社が発行した株式
の取得に要した金額の控除等》関係 

 

 

措置法第３７条の１３《特定中小会社が発行した株式
の取得に要した金額の控除等》関係 

 

（払込みにより取得した者から贈与等により取得した場合） 

37の13－１ 「特定投資株式の取得に要した金額の控除等」は、・・・・・。 

なお、「特定投資株式が株式としての価値を失った場合の特例」、「特定投資株式に係

る譲渡損失の損益の計算」及び「特定投資株式に係る譲渡損失の繰越控除」の規定の適

用についても同様である。 

 

（払込みにより取得した者から贈与等により取得した場合） 

37の13－１ 「特定投資株式の取得に要した金額の控除等の特例」は、・・・・・。 

なお、「特定投資株式が株式としての価値を失った場合の特例」及び「特定投資株式

に係る譲渡損失の繰越控除」の規定の適用についても同様である。 
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改     正     後 改     正     前 

 

（廃 止） 
 

 

措置法第３７条の１６《割引の方法により発行される
公社債の譲渡による所得の課税の特例》関係 

 

（廃 止） （国外において発行される公社債の意義） 

37の16－１ 措置法第37条の16第１項第１号に規定する国外において発行される公社債

とは、当該公社債の募集又は売出しを行う地域が国外であるものをいい、外国通貨で表

示されているものに限らないことに留意する。 

 

（廃 止） （国外発行の割引公社債等の譲渡による所得の所得区分） 

37の16－２ 措置法第37条の16第１項各号に掲げる公社債の譲渡による所得については、

原則として譲渡所得とする。 

なお、当該所得が所得税法第33条第２項第１号《譲渡所得に含まれない所得》に掲げ

る所得に該当する場合は、この限りでないことに留意する。 

(注) 公社債の譲渡による所得が譲渡所得とされる場合において、当該譲渡所得が所得

税法第33条第３項第１号《短期譲渡所得》に掲げる所得に該当するかどうかについ

ては、所基通33－６の４参照。 

 

 

附 則 

 

 

（新 設） 

（経過的取扱い・・・改正通達の適用時期） 

 この通達による「第１『租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて』

（法令解釈通達）」の改正後の取扱いは、平成28年分以後の所得税について適用し、平成27年

分以前の所得税については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

（新 設） 
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